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諮問第２号 人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて 

  

本案は、法務大臣に対し人権擁護委員候補者を推薦するため、人権擁護委員法（昭

和 24 年法律第 139 号）第６条第３項の規定に基づき、議会の意見を求めるものであ

ります。 

 

推薦対象者 略歴 

氏  名 小野寺
お の で ら

  裕
ゆう

 

生年月日 昭和 24 年３月 17 日 

住  所 登米市東和町米川字軽米 85 番地 

職  業 無職 

略  歴 
平成 13 年６月～平成 16 年３月 東和町教育委員会委員 

平成 16 年４月～平成 25 年６月 ヤマカノ醸造㈱常務取締役 

 

 

報告第２号 継続費繰越計算書について 

報告第３号 繰越明許費繰越計算書について 

報告第４号 平成 26 年度登米市病院事業会計予算の繰越計算書について 

 

本案は、平成 26 年度登米市一般会計予算における継続費年割額の逓次繰越し、平

成 26 年度登米市一般会計予算、下水道事業特別会計予算及び宅地造成事業特別会計

予算における繰越明許費、平成 26 年度登米市病院事業会計予算における予算繰越し

について、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 145 条第１項及び第 146

条第２項、地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）第 26 条第３項の規定により、

それぞれ繰越計算書を調製したので、報告するものであります。 

 

 

報告第５号 専決処分の報告について 

 

本案は、営造物の管理瑕疵に係る損害賠償の額を定め和解することについて、地

方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 180 条第１項の規定により専決処分したので、

同条第２項の規定により、議会に報告するものであります。 
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議案第 73 号 平成 27 年度登米市一般会計補正予算（第３号） 

議案第 74 号 平成 27 年度登米市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

議案第 75 号 平成 27 年度登米市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

議案第 76 号 平成 27 年度登米市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

議案第 77 号 平成 27 年度登米市下水道事業特別会計補正予算（第１号） 

議案第 78 号 平成 27 年度登米市宅地造成事業特別会計補正予算（第１号） 

議案第 79 号 平成 27 年度登米市水道事業会計補正予算（第１号） 

議案第 80 号 平成 27 年度登米市病院事業会計補正予算（第３号） 

議案第 81 号 平成 27 年度登米市老人保健施設事業会計補正予算（第２号） 

 

本案は、議案第 73 号平成 27 年度登米市一般会計補正予算（第３号）から議案第

81 号平成 27 年度登米市老人保健施設事業会計補正予算（第２号）までについて、

各種会計予算の補正を行うものであります。 

一般会計については、歳入歳出予算の総額にそれぞれ、３億 7,789 万円を追加し、

予算の総額を歳入歳出それぞれ 469 億 2,696 万円とするものであります。 

その主な内容として、歳出では、中田児童クラブ室等増築事業 2,546 万円、担い

手農地集積推進支援事業 2,757 万円、畜産競争力強化対策整備事業 8,044 万円、防

災情報伝達手段整備事業 7,510 万円などを計上しているほか、人事異動に伴い人件

費を各款にわたり補正しております。 

歳入では、国民健康保険基盤安定負担金などの国庫支出金 7,733 万円、畜産競争

力強化対策整備事業費補助金などの県支出金１億 5,636 万円、防災情報伝達手段整

備事業などに充てる市債8,690万円などに加え、財政調整基金からの繰入金を 2,361

万円増額して計上しております。 

また、継続費補正として追加１件、地方債補正として追加１件、変更１件を計上

しております。 

特別会計については、国民健康保険特別会計の歳出で、人事異動に伴う人件費の

補正に加え、給付の見通しに基づき保険給付費 8,129 万円などを減額、歳入では、

国民健康保険税を３億 1,351 万円減額する一方、繰越金２億 1,817 万円などを増額

して計上しております。 

後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会計及び下水道事業特別会計の歳出では、

人事異動に伴う人件費の補正を、宅地造成事業特別会計の歳出では、長沼企業用地

維持管理事業 460 万円を増額して計上しております。 

企業会計については、水道事業会計で、人事異動に伴う人件費の補正に加え、継
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続費２件と、債務負担行為補正として追加２件を、病院事業会計及び老人保健施設

事業会計では、人事異動に伴い人件費を補正しております。 

 

 

議案第 82 号 登米市税条例等の一部を改正する条例について 

 

本案は、地方税法等の一部を改正する法律（平成 27 年法律第２号）、地方税法施

行令等の一部を改正する政令（平成 27 年政令第 161 号）及び地方税法施行規則の一

部を改正する省令（平成 27 年総務省令第 38 号）がそれぞれ平成 27 年３月 31 日に

公布されたことに伴い、軽自動車税率等を見直すため、本条例の一部を改正するも

のであります。                   （新旧対照表６ページ） 

 

 

議案第 83 号 
登米市過疎地域自立促進特別措置に係る固定資産税の課税免除に

関する条例の一部を改正する条例について 

 

本案は、過疎地域自立促進特別措置法第 31 条の地方税の課税免除又は不均一課税

に伴う措置が適用される場合等を定める省令（平成 27 年総務省令第 39 号）が平成

27 年３月 31 日に公布され、平成 27 年４月１日から施行されたことに伴い、課税免

除の適用期間を見直すため、本条例の一部改正を行うものであります。 

（新旧対照表 33 ページ） 

 

 

議案第 84 号 登米市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

 

本案は、地方税法等の一部を改正する法律（平成 27 年法律第２号）、地方税法施

行令等の一部を改正する政令（平成 27 年政令第 161 号）及び地方税法施行規則の一

部を改正する省令（平成 27 年総務省令第 38 号）がそれぞれ平成 27 年３月 31 日に

公布されたことに伴い、課税額等を見直すため、本条例の一部を改正するものであ

ります。                      （新旧対照表 34 ページ） 

 

 

 

 

 



- 4 - 

 

議案第 85 号 登米市介護保険条例の一部を改正する条例について 

 

 本案は、介護保険法施行令及び介護保険の国庫負担金の算定等に関する政令の一

部を改正する政令（平成 27 年政令第 211 号）が平成 27 年４月 10 日に公布及び施行

されたことに伴い、第１号被保険者の減額賦課に係る介護保険料等を見直すため、

本条例の一部を改正するものであります。       （新旧対照表 37 ページ） 

 

 

議案第 86 号 登米市総合計画審議会条例の一部を改正する条例について 

 

 本案は、地方創生の推進による地方人口ビジョンと地方版総合戦略の策定に当た

り、諮問機関として登米市総合計画審議会を位置付けるため、本条例の一部を改正

するものであります。                （新旧対照表 38 ページ） 

 

 

議案第 87 号 
登米市東日本大震災による災害被災者に対する市税の減免に関する

条例の一部を改正する条例について 

 

本案は、東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う避難指示区域等における被保

険者等の一部負担金及び保険料（税）の免除措置等に対する財政支援の延長につい

て（平成 27 年２月 23 日付け厚生労働省保険局保険課・国民健康保険課・高齢者医

療課・医療課・医療介護連携政策課医療費適正化対策推進室、総務省自治税務局市

町村税課事務連絡）に伴い、国民健康保険税の減免に関して見直すため、本条例の

一部を改正するものであります。           （新旧対照表 39 ページ） 

 

 

議案第 88 号 財産の取得について 

 

 本案は、行政情報機器購入（ノートパソコン）の購入契約を締結するにあたり、

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 96 条第１項第８号及び登米市議会の議決に

付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成 17 年登米市条例第 73 号）

第３条の規定により、議会の議決を求めるものであります。 

 

 

 



- 5 - 

 

議案第 89 号 財産の取得について 

 

本案は、消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型の購入契約を締結するにあたり、地方自治

法（昭和 22 年法律第 67 号）第 96 条第１項第８号及び登米市議会の議決に付すべき

契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成 17 年登米市条例第 73 号）第３条の

規定により、議会の議決を求めるものであります。 

 

 

議案第 90 号 字の区域を新たに画することについて 

 

本案は、中田町の区域において土地改良事業（県営農地整備事業新井田南部地区）

が施行されたことに伴い、同事業区域内の字を新たに画することについて、地方自

治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条第１項の規定により、議会の議決を求める

ものであります。 

 

 

議案第 91 号 登米市辺地総合整備計画の策定について 

 

 本案は、平成 27 年１月に登米市総合計画実施計画を見直したことに伴い、辺地に

係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和 37 年法

律第 88 号）第３条第１項の規定により、５辺地に係る総合整備計画を策定すること

について、議会の議決を求めるものであります。 

 

 

議案第 92 号 登米市過疎地域自立促進計画の変更について 

 

本案は、平成 27 年１月に登米市総合計画実施計画を見直したことに伴い、過疎地

域自立促進特別措置法(平成 12 年法律第 15 号)第６条第７項において準用する同条

第１項の規定により、登米市過疎地域自立促進計画を変更することについて、議会

の議決を求めるものであります。 
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役
員
を
含
む
。
）
の
数
の

合
計
数
（
次
号
か
ら
第
９
号
ま
で
に
お
い
て
「
従
業
者
数

の
合
計
数
」
と
い
う
。
）
が
50
人
以
下
の
も
の

 

年
額
５
万
円
 

 
 

（
略
）

 

 
 

３
 
（
略
）

 

４
 
資
本
金
等
の
額
を
有
す
る
法
人
（
保
険
業
法
に
規
定
す
る
相
互
会
社
を
除
く
。
）
 

る
恒
久
的
施
設
を
い
う
。
）
を
も
っ
て
、
そ
の
事
務
所
又
は
事
業
所
と
す
る
。

 

３
 
（
略
）
 

第
24
条
～
第
30
条

 
（
略
）

 

（
均
等
割
の
税
率
）
 

第
31
条

 
（
略
）

 

２
 
第

23
条
第
１
項
第
３
号
又
は
第
４
号
の
者
に
対
し
て
課
す
る
均
等
割
の
税
率

は
、
次
の
表
の
左
欄
に
掲
げ
る
法
人
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
右
欄
に
定

め
る
額
と
す
る
。
 

法
人
の
区
分

 
税
率

 

１
 
次
に
掲
げ
る
法
人
 

ア
～
エ
 
（
略
）
 

オ
 
資
本
金
等
の
額
（
法
人
税
法
第
２
条
第

1
6
号
 
 
 
に
規

定
す
る
資
本
金
等
の
額
又
は
同
条
第

1
7
号
の
２
に
規
定
す

る
連
結
個
別
資
本
金
等
の
額
（
保
険
業
法
に
規
定
す
る
相

互
会
社
に
あ
っ
て
は
、
令
第

4
5
条
の
３
の
２
に
定
め
る
と

こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
純
資
産
額
）
）
を
有
す
る
法
人
（
法

人
税
法
別
表
第
２
に
規
定
す
る
独
立
行
政
法
人
で
収
益
事

業
を
行
わ
な
い
も
の
及
び
エ
に
掲
げ
る
法
人
を
除
く
。
以

下
こ
の
表

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
資
本
金
等

の
額
が
１
千
万
円
以
下
で
あ
る
も
の
の
う
ち
、
市
内
に
有

す
る
事
務
所
、
事
業
所
又
は
寮
等
の
従
業
者
（
俸
給
、
給

料
若
し
く
は
賞
与
又
は
こ
れ
ら
の
性
質
を
有
す
る
給
与
の

支
給
を
受
け
る
こ
と
と
さ
れ
る
役
員
を
含
む
。
）
の
数
の

合
計
数
（
次
号
か
ら
第
９
号
ま
で
に
お
い
て
「
従
業
者
数

の
合
計
数
」
と
い
う
。
）
が

5
0人

以
下
の
も
の

 

年
額
５
万
円

 

 
 

（
略
）

 

 
 

３
 
（
略
）
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の
資
本
金
等
の
額
が
、
資
本
金
の
額
及
び
資
本
準
備
金
の
額
の
合
算
額
又
は
出
資

金
の
額
に
満
た
な
い
場
合
に
お
け
る
第
２
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項

の
表
中
「
資
本
金
等
の
額
が
」
と
あ
る
の
は
、
「
資
本
金
の
額
及
び
資
本
準
備
金

の
額
の
合
算
額
又
は
出
資
金
の
額
が
」
と
す
る
。

 

第
32
条

 
（
略
）
 

（
所
得
割
の
課
税
標
準
）

 

第
33
条

 
（
略
）
 

２
 
前
項
の
総
所
得
金
額
、
退
職
所
得
金
額
又
は
山
林
所
得
金
額
は
、
法
又
は
こ
れ

に
基
づ
く
政
令
で
特
別
の
定
め
を
す
る
場
合
を
除
く
ほ
か
、
そ
れ
ぞ
れ
所
得
税
法

（
昭
和

40
年
法
律
第

33
号
）
そ
の
他
の
所
得
税
に
関
す
る
法
令
の
規
定
に
よ
る
所

得
税
法
第

22
条
第
２
項
又
は
第
３
項
の
総
所
得
金
額
、
退
職
所
得
金
額
又
は
山
林

所
得
金
額
の
計
算
の
例
に
よ
っ
て
算
定
す
る
。
た
だ
し
、
同
法
第

60
条
の
２
か
ら

第
60
条
の
４
ま
で
の
規
定
の
例
に
よ
ら
な
い
も
の
と
す
る
。

 

３
～
６

 
（
略
）

 

第
34
条
～
第

36
条

 
(略

) 

（
市
民
税
の
申
告
）

 

第
36
条
の
２

 
（
略
）

 

２
～
７

 
（
略
）

 

８
 
市
長
は
、
市
民
税
の
賦
課
徴
収
に
つ
い
て
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
に
お
い

て
は
、
新
た
に
第

23
条
第
１
項
第
３
号
又
は
第
４
号
の
者
に
該
当
す
る
こ
と
と
な

っ
た
者
に
、
当
該
該
当
す
る
こ
と
と
な
っ
た
日
か
ら

20
日
以
内
に
、
そ
の
名
称
、

代
表
者
又
は
管
理
人
の
氏
名
、
主
た
る
事
務
所
又
は
事
業
所
の
所
在
、
当
該
市
内

に
有
す
る
事
務
所
、
事
業
所
又
は
寮
等
の
所
在
、
法
人
番
号
、
当
該
該
当
す
る
こ

と
と
な
っ
た
日
そ
の
他
必
要
な
事
項
を
申
告
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

第
36
条
の
３
・
第

36
条
の
３
の
２

 
（
略
）

 

（
個
人
の
市
民
税
に
係
る
公
的
年
金
等
受
給
者
の
扶
養
親
族
申
告
書
）

 

第
36
条
の
３
の
３

 
（
略
）

 

２
・
３

 
（
略
）

 

４
 
公
的
年
金
等
受
給
者
は
、
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
書
の
提
出
の
際
に
経
由

す
べ
き
公
的
年
金
等
支
払
者
が
所
得
税
法
第

2
0
3
条
の
５
第
５
項
に
規
定
す
る
納

 

    

第
32
条

 
（
略
）
 

（
所
得
割
の
課
税
標
準
）
 

第
33
条

 
（
略
）
 

２
 
前
項
の
総
所
得
金
額
、
退
職
所
得
金
額
又
は
山
林
所
得
金
額
は
、
法
又
は
こ
れ

に
基
づ
く
政
令
で
特
別
の
定
め
を
す
る
場
合
を
除
く
ほ
か
、
そ
れ
ぞ
れ
所
得
税
法

（
昭
和

40
年
法
律
第

3
3
号
）
そ
の
他
の
所
得
税
に
関
す
る
法
令
の
規
定
に
よ
る
所

得
税
法
第

22
条
第
２
項
又
は
第
３
項
の
総
所
得
金
額
、
退
職
所
得
金
額
又
は
山
林

所
得
金
額
の
計
算
の
例
に
よ
っ
て
算
定
す
る
。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

３
～
６

 
（
略
）
 

第
34
条
～
第
36
条

 
(
略
)
 

（
市
民
税
の
申
告
）
 

第
36
条
の
２
 
（
略
）

 

２
～
７

 
（
略
）
 

８
 
市
長
は
、
市
民
税
の
賦
課
徴
収
に
つ
い
て
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
に
お
い

て
は
、
新
た
に
第

2
3
条
第
１
項
第
３
号
又
は
第
４
号
の
者
に
該
当
す
る
こ
と
と
な

っ
た
者
に
、
当
該
該
当
す
る
こ
と
と
な
っ
た
日
か
ら

2
0
日
以
内
に
、
そ
の
名
称
、

代
表
者
又
は
管
理
人
の
氏
名
、
主
た
る
事
務
所
又
は
事
業
所
の
所
在
、
当
該
市
内

に
有
す
る
事
務
所
、
事
業
所
又
は
寮
等
の
所
在

 
 

 
 
 
、
当
該
該
当
す
る
こ

と
と
な
っ
た
日
そ
の
他
必
要
な
事
項
を
申
告
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

第
36
条
の
３
・
第
36
条
の
３
の
２

 
（
略
）

 

（
個
人
の
市
民
税
に
係
る
公
的
年
金
等
受
給
者
の
扶
養
親
族
申
告
書
）

 

第
36
条
の
３
の
３
 
（
略
）

 

２
・
３

 
（
略
）
 

４
 
公
的
年
金
等
受
給
者
は
、
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
書
の
提
出
の
際
に
経
由

す
べ
き
公
的
年
金
等
支
払
者
が
所
得
税
法
第

2
0
3
条
の
５
第
４
項
に
規
定
す
る
納
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税
地
の
所
轄
税
務
署
長
の
承
認
を
受
け
て
い
る
場
合
に
は
、
施
行
規
則
で
定
め
る

と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
申
告
書
の
提
出
に
代
え
て
、
当
該
公
的
年
金
等
支
払
者
に

対
し
、
当
該
申
告
書
に
記
載
す
べ
き
事
項
を
電
磁
的
方
法
に
よ
り
提
供
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

 

５
 
（
略
）

 

第
36
条
の
４
～
第

47
条
の
６

 
（
略
）

 

（
法
人
の
市
民
税
の
申
告
納
付
）

 

第
48
条

 
（
略
）

 

２
～
５

 
（
略
）

 

６
 
法
人
税
法
第

81
条
の

2
2
第
１
項
の
規
定
に
よ
っ
て
法
人
税
に
係
る
申
告
書
を
提

出
す
る
義
務
が
あ
る
法
人
で
同
法
第

8
1条

の
24
第
１
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
て

い
る
も
の
が
、
同
条
第
４
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
は
、
当
該
法
人
及

び
当
該
法
人
と
の
間
に
連
結
完
全
支
配
関
係
（
同
法
第
２
条
第

12
号
の
７
の
７
に

規
定
す
る
連
結
完
全
支
配
関
係
を
い
う
。
第

50
条
第
３
項
及
び
第

5
2条

第
２
項
に

お
い
て
同
じ
。
）
が
あ
る
連
結
子
法
人
（
同
法
第
２
条
第

12
号
の
７

  
  
に
規
定

す
る
連
結
子
法
人
を
い
う
。
第

50
条
第
３
項
及
び
第

52
条
第
２
項
に
お
い
て
同

じ
。
）
（
連
結
申
告
法
人
（
同
法
第
２
条
第

16
号
に
規
定
す
る
連
結
申
告
法
人
を

い
う
。
第

52
条
第
２
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
限
る
。
）
に
つ
い
て
は
、
同
法
第

81
条
の

24
第
４
項
の
規
定
の
適
用
に
係
る
当
該
申
告
書
に
係
る
連
結
法
人
税
額

（
法
第

32
1条

の
８
第
４
項
に
規
定
す
る
連
結
法
人
税
額
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
及

び
第

52
条
第
２
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
課
税
標
準
の
算
定
期
間
（
当
該
法
人
の

連
結
事
業
年
度
に
該
当
す
る
期
間
に
限
る
。
第

5
2条

第
２
項
に
お
い
て
同
じ
。
）

に
限
り
、
当
該
連
結
法
人
税
額
に
係
る
個
別
帰
属
法
人
税
額
を
課
税
標
準
と
し
て

算
定
し
た
法
人
税
割
額
及
び
こ
れ
と
併
せ
て
納
付
す
べ
き
均
等
割
額
に
つ
い
て

は
、
当
該
連
結
法
人
税
額
に
つ
い
て
法
人
税
法
第

81
条
の

24
第
１
項
の
規
定
の
適

用
が
な
い
も
の
と
み
な
し
て
、
第

18
条
の
２
の
規
定
を
適
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

第
49
条

 
(略

) 

 
（
法
人
の
市
民
税
に
係
る
不
足
税
額
の
納
付
の
手
続
）

 

第
50
条

 
（
略
）

 

２
 
（
略
）

 

税
地
の
所
轄
税
務
署
長
の
承
認
を
受
け
て
い
る
場
合
に
は
、
施
行
規
則
で
定
め
る

と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
申
告
書
の
提
出
に
代
え
て
、
当
該
公
的
年
金
等
支
払
者
に

対
し
、
当
該
申
告
書
に
記
載
す
べ
き
事
項
を
電
磁
的
方
法
に
よ
り
提
供
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

 

５
 
（
略
）
 

第
36
条
の
４
～
第
47
条
の
６

 
（
略
）

 

（
法
人
の
市
民
税
の
申
告
納
付
）

 

第
48
条

 
（
略
）

 

２
～
５

 
（
略
）

 

６
 
法
人
税
法
第

81
条
の
2
2
第
１
項
の
規
定
に
よ
っ
て
法
人
税
に
係
る
申
告
書
を
提

出
す
る
義
務
が
あ
る
法
人
で
同
法
第

8
1
条
の

2
4
第
１
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
て

い
る
も
の
が
、
同
条
第
４
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
は
、
当
該
法
人
及

び
当
該
法
人
と
の
間
に
連
結
完
全
支
配
関
係
（
同
法
第
２
条
第

1
2
号
の
７
の
７
に

規
定
す
る
連
結
完
全
支
配
関
係
を
い
う
。
第

5
0
条
第
３
項
及
び
第

5
2
条
第
２
項
に

お
い
て
同
じ
。
）
が
あ
る
連
結
子
法
人
（
同
法
第
２
条
第

1
2号

の
７
の
２
に
規
定

す
る
連
結
子
法
人
を
い
う
。
第

5
0
条
第
３
項
及
び
第

52
条
第
２
項
に
お
い
て
同

じ
。
）
（
連
結
申
告
法
人
（
同
法
第
２
条
第

1
6
号
に
規
定
す
る
連
結
申
告
法
人
を

い
う
。
第

52
条
第
２
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
限
る
。
）
に
つ
い
て
は
、
同
法
第

81
条
の

24
第
４
項
の
規
定
の
適
用
に
係
る
当
該
申
告
書
に
係
る
連
結
法
人
税
額

（
法
第
32
1
条
の
８
第
４
項
に
規
定
す
る
連
結
法
人
税
額
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
及

び
第
52
条
第
２
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
課
税
標
準
の
算
定
期
間
（
当
該
法
人
の

連
結
事
業
年
度
に
該
当
す
る
期
間
に
限
る
。
第

5
2
条
第
２
項
に
お
い
て
同
じ
。
）

に
限
り
、
当
該
連
結
法
人
税
額
に
係
る
個
別
帰
属
法
人
税
額
を
課
税
標
準
と
し
て

算
定
し
た
法
人
税
割
額
及
び
こ
れ
と
併
せ
て
納
付
す
べ
き
均
等
割
額
に
つ
い
て

は
、
当
該
連
結
法
人
税
額
に
つ
い
て
法
人
税
法
第

8
1条

の
2
4第

１
項
の
規
定
の
適

用
が
な
い
も
の
と
み
な
し
て
、
第

1
8条

の
２
の
規
定
を
適
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

第
49
条

 
(
略
)
 

 
（
法
人
の
市
民
税
に
係
る
不
足
税
額
の
納
付
の
手
続
）

 

第
50
条

 
（
略
）

 

２
 
（
略
）
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３
 
前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
法
第
32

1条
の

11
第
１
項
又
は
第
３
項
の
規
定
に
よ
る

更
正
の
通
知
を
し
た
日
が
、
法
第

32
1条

の
８
第
１
項
、
第
２
項
、
第
４
項
又
は
第

19
項
の
申
告
書
を
提
出
し
た
日
（
当
該
申
告
書
が
そ
の
提
出
期
限
前
に
提
出
さ
れ

た
場
合
に
は
、
当
該
申
告
書
の
提
出
期
限
）
の
翌
日
か
ら
１
年
を
経
過
す
る
日
後

で
あ
る
と
き
は
、
詐
偽
そ
の
他
不
正
の
行
為
に
よ
り
市
民
税
を
免
れ
た
場
合
を
除

き
、
当
該
１
年
を
経
過
す
る
日
の
翌
日
か
ら
当
該
通
知
を
し
た
日
（
法
人
税
に
係

る
修
正
申
告
書
を
提
出
し
、
又
は
法
人
税
に
係
る
更
正
若
し
く
は
決
定
が
さ
れ
た

こ
と
（
同
条
第
２
項
又
は
第
４
項
の
申
告
書
を
提
出
す
べ
き
法
人
が
連
結
子
法
人

の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
連
結
子
法
人
と
の
間
に
連
結
完
全
支
配
関
係
が
あ
る

連
結
親
法
人
（
法
人
税
法
第
２
条
第

12
号
の
６
の
７
に
規
定
す
る
連
結
親
法
人
を

い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
若
し
く
は
連
結
完
全
支
配
関
係
が
あ
っ

た
連
結
親
法
人
が
法
人
税
に
係
る
修
正
申
告
書
を
提
出
し
、
又
は
法
人
税
に
係
る

更
正
若
し
く
は
決
定
を
受
け
た
こ
と
）
に
よ
る
更
正
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、

当
該
修
正
申
告
書
を
提
出
し
た
日
又
は
国
の
税
務
官
署
が
更
正
若
し
く
は
決
定
の

通
知
を
し
た
日
）
ま
で
の
期
間
は
、
延
滞
金
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
期
間
か
ら
控

除
す
る
。

 
 

（
市
民
税
の
減
免
）

 

第
51
条
 
（
略
）
 

２
 
前
項
の
規
定
に
よ
っ
て
市
民
税
の
減
免
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
納
期
限
前

７
日
ま
で
に
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
に
減
免
を
受
け
よ
う
と
す
る

事
由
を
証
明
す
る
書
類
を
添
付
し
て
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
納
税
義
務
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
若
し
く
は
居
所
又
は
事
務
所
又

は
事
業
所
の
所
在
地
及
び
個
人
番
号
（
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識

別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
第
２
条
第
５
項
に
規
定
す
る
個

人
番
号
を
い
う
。
）
又
は
法
人
番
号
 

(2
)
 
（
略
）
 

(3
)
 
（
略
）
 

３
 
（
略
）
 

第
52
条
～
第
56
条
 
（
略
）

 

第
5
7
条

 
法
第

3
4
8
条
第
２
項
第

1
0
号
か
ら
第

1
0
号
の

1
0
ま
で
の
固
定
資
産
に
つ
い
 

３
 
前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
法
第
3
2
1条

の
1
1
第
１
項
又
は
第
３
項
の
規
定
に
よ
る

更
正
の
通
知
を
し
た
日
が
、
法
第
3
2
1
条
の
８
第
１
項
、
第
２
項
、
第
４
項
又
は
第

19
項
の
申
告
書
を
提
出
し
た
日
（
当
該
申
告
書
が
そ
の
提
出
期
限
前
に
提
出
さ
れ

た
場
合
に
は
、
当
該
申
告
書
の
提
出
期
限
）
の
翌
日
か
ら
１
年
を
経
過
す
る
日
後

で
あ
る
と
き
は
、
詐
偽
そ
の
他
不
正
の
行
為
に
よ
り
市
民
税
を
免
れ
た
場
合
を
除

き
、
当
該
１
年
を
経
過
す
る
日
の
翌
日
か
ら
当
該
通
知
を
し
た
日
（
法
人
税
に
係

る
修
正
申
告
書
を
提
出
し
、
又
は
法
人
税
に
係
る
更
正
若
し
く
は
決
定
が
さ
れ
た

こ
と
（
同
条
第
２
項
又
は
第
４
項
の
申
告
書
を
提
出
す
べ
き
法
人
が
連
結
子
法
人

の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
連
結
子
法
人
と
の
間
に
連
結
完
全
支
配
関
係
が
あ
る

連
結
親
法
人
（
法
人
税
法
第
２
条
第

1
2号

の
７
の
２
に
規
定
す
る
連
結
親
法
人
を

い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
若
し
く
は
連
結
完
全
支
配
関
係
が
あ
っ

た
連
結
親
法
人
が
法
人
税
に
係
る
修
正
申
告
書
を
提
出
し
、
又
は
法
人
税
に
係
る

更
正
若
し
く
は
決
定
を
受
け
た
こ
と
）
に
よ
る
更
正
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、

当
該
修
正
申
告
書
を
提
出
し
た
日
又
は
国
の
税
務
官
署
が
更
正
若
し
く
は
決
定
の

通
知
を
し
た
日
）
ま
で
の
期
間
は
、
延
滞
金
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
期
間
か
ら
控

除
す
る
。
 

 
（
市
民
税
の
減
免
）
 

第
51
条
 
（
略
）
 

２
 
前
項
の
規
定
に
よ
っ
て
市
民
税
の
減
免
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
納
期
限
前

７
日
ま
で
に
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
に
減
免
を
受
け
よ
う
と
す
る

事
由
を
証
明
す
る
書
類
を
添
付
し
て
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

    (1
)
 
（
略
）
 

(2
)
 
（
略
）
 

３
 
（
略
）
 

第
52
条
～
第
56
条
 
（
略
）

 

第
5
7
条

 
法
第

3
4
8
条
第
２
項
第

1
0
号
か
ら
第

1
0
号
の
９
ま
で
の
固
定
資
産
に
つ
い
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て
同
項
本
文
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
土
地
に
つ
い
て
は
第
１

号
及
び
第
２
号
に
、
家
屋
に
つ
い
て
は
第
３
号
及
び
第
４
号
に
、
償
却
資
産
に
つ

い
て
は
第
５
号
及
び
第
６
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
を
市
長
に
提
出

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
固
定
資
産
が
同
項
第

10
号

か
ら
第

10
号
の
10
ま
で
に
規
定
す
る
事
業
又
は
施
設
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
社

会
福
祉
事
業
等
」
と
い
う
。
）
を
経
営
す
る
者
の
所
有
に
属
し
な
い
も
の
で
あ
る

場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
固
定
資
産
を
当
該
社
会
福
祉
事
業
等
を
経
営
す
る
者
に

無
料
で
使
用
さ
せ
て
い
る
こ
と
を
証
明
す
る
書
面
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

 

(1
)
～
(6
) 

（
略
）

 

第
58
条
・
第
58
条
の
２

 
(略

）
 

（
固
定
資
産
税
の
非
課
税
の
規
定
の
適
用
を
受
け
な
く
な
っ
た
固
定
資
産
の
所
有

者
が
す
べ
き
申
告
）

 

第
59
条

 
法
第

34
8条

第
２
項
第
３
号
、
第
９
号
か
ら
第
10
号
の
10
ま
で
、
第
11
号
の

３
か
ら
第

11
号
の
５
ま
で
又
は
第

12
号
の
固
定
資
産
と
し
て
同
項
本
文
の
規
定
の

適
用
を
受
け
て
い
た
固
定
資
産
に
つ
い
て
、
当
該
各
号
に
掲
げ
る
用
途
に
供
し
な

い
こ
と
と
な
っ
た
場
合
又
は
有
料
で
使
用
さ
せ
る
こ
と
と
な
っ
た
場
合
に
お
い
て

は
、
当
該
固
定
資
産
の
所
有
者
は
、
そ
の
旨
を
直
ち
に
市
長
に
申
告
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

 

第
60
条
～
第
63
条
 
（
略
）

 

（
施
行
規
則
第

15
条
の
３
第
２
項
の
規
定
に
よ
る
補
正
の
方
法
の
申
出
）

 

第
63
条
の
２
 
施
行
規
則
第

15
条
の
３
第
２
項
の
規
定
に
よ
る
補
正
の
方
法
の
申
出

は
、
当
該
家
屋
に
係
る
区
分
所
有
者
の
代
表
者
が
毎
年
１
月

31
日
ま
で
に
次
に
掲

げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
出
書
を
市
長
に
提
出
し
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
代
表
者
の
住
所
、
氏
名
又
は
名
称
及
び
個
人
番
号
（
行
政
手
続
に
お
け
る
特

定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
第
２
条
第
５
項

に
規
定
す
る
個
人
番
号
を
い
い
、
当
該
書
類
を
提
出
す
る
者
の
同
項
に
規
定
す

る
個
人
番
号
に
限
る
。
以
下
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
同
じ
。
）
又
は
法
人
番
号

（
個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
を
有
し
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
住
所
及
び
氏
名
又

は
名
称
）
 

て
同
項
本
文
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
土
地
に
つ
い
て
は
第
１

号
及
び
第
２
号
に
、
家
屋
に
つ
い
て
は
第
３
号
及
び
第
４
号
に
、
償
却
資
産
に
つ

い
て
は
第
５
号
及
び
第
６
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
を
市
長
に
提
出

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
固
定
資
産
が
同
項
第

1
0号

か
ら
第

10
号
の
９
ま
で
に
規
定
す
る
事
業
又
は
施
設
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
社

会
福
祉
事
業
等
」
と
い
う
。
）
を
経
営
す
る
者
の
所
有
に
属
し
な
い
も
の
で
あ
る

場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
固
定
資
産
を
当
該
社
会
福
祉
事
業
等
を
経
営
す
る
者
に

無
料
で
使
用
さ
せ
て
い
る
こ
と
を
証
明
す
る
書
面
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
 

(1
)
～

(6
)
 
（
略
）

 

第
58
条
・
第
58
条
の
２
 
(
略
）

 

（
固
定
資
産
税
の
非
課
税
の
規
定
の
適
用
を
受
け
な
く
な
っ
た
固
定
資
産
の
所
有

者
が
す
べ
き
申
告
）
 

第
59
条

 
法
第
34
8
条
第
２
項
第
３
号
、
第
９
号
か
ら
第
1
0号

の
９
ま
で
、
第
1
1号

の

３
か
ら
第

11
号
の
５
ま
で
又
は
第

1
2号

の
固
定
資
産
と
し
て
同
項
本
文
の
規
定
の

適
用
を
受
け
て
い
た
固
定
資
産
に
つ
い
て
、
当
該
各
号
に
掲
げ
る
用
途
に
供
し
な

い
こ
と
と
な
っ
た
場
合
又
は
有
料
で
使
用
さ
せ
る
こ
と
と
な
っ
た
場
合
に
お
い
て

は
、
当
該
固
定
資
産
の
所
有
者
は
、
そ
の
旨
を
直
ち
に
市
長
に
申
告
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
 

第
60
条
～
第
63
条
 
（
略
）

 

（
施
行
規
則
第
1
5
条
の
３
第
２
項
の
規
定
に
よ
る
補
正
の
方
法
の
申
出
）

 

第
63
条
の
２
 
施
行
規
則
第

1
5条

の
３
第
２
項
の
規
定
に
よ
る
補
正
の
方
法
の
申
出

は
、
当
該
家
屋
に
係
る
区
分
所
有
者
の
代
表
者
が
毎
年
１
月

3
1日

ま
で
に
次
に
掲

げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
出
書
を
市
長
に
提
出
し
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
代
表
者
の
住
所
及
び
氏
名
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(2
)
～
(4
) 

（
略
）

 

２
 
（
略
）
 

（
法
第

35
2
条
の
２
第
５
項
及
び
第
６
項
の
規
定
に
よ
る
固
定
資
産
税
額
の
あ
ん

分
の
申
出
）

 

第
63
条
の
３

 
法
第

35
2
条
の
２
第
５
項
の
規
定
に
よ
る
同
条
第
１
項
第
１
号
に
掲

げ
る
要
件
に
該
当
す
る
同
項
に
規
定
す
る
共
用
土
地
で
同
項
第
２
号
に
掲
げ
る
要

件
に
該
当
し
な
い
も
の
に
係
る
固
定
資
産
税
額
の
あ
ん
分
の
申
出
は
、
同
項
に
規

定
す
る
共
用
土
地
納
税
義
務
者
の
代
表
者
が
毎
年
１
月

31
日
ま
で
に
次
に
掲
げ
る

事
項
を
記
載
し
た
申
出
書
を
市
長
に
提
出
し
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
代
表
者
の
住
所
、
氏
名
又
は
名
称
及
び
個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
（
個
人
番

号
又
は
法
人
番
号
を
有
し
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
住
所
及
び
氏
名
又
は
名
称
）

 

(2
)
～
(5
) 

（
略
）

 

２
 
法
第
35
2条

の
２
第
６
項
に
規
定
す
る
特
定
被
災
共
用
土
地

(以
下
こ
の
項
及
び

次
項
に
お
い
て
「
特
定
被
災
共
用
土
地
」
と
い
う
。
)に

係
る
固
定
資
産
税
額
の
あ

ん
分
の
申
出
は
、
同
条
第

6
項
に
規
定
す
る
特
定
被
災
共
用
土
地
納
税
義
務
者

(第

５
号
及
び
第
４
項
に
お
い
て
「
特
定
被
災
共
用
土
地
納
税
義
務
者
」
と
い
う
。

)

の
代
表
者
が
法
第

34
9条

の
３
の
３
第
１
項
に
規
定
す
る
被
災
年
度

(第
３
号
及
び

第
74
条
の
２
に
お
い
て
「
被
災
年
度
」
と
い
う
。

)の
翌
年
度
又
は
翌
々
年
度

(法

第
34
9条

の
３
の
３
第
１
項
に
規
定
す
る
避
難
の
指
示
等

(第
74
条
の
２
に
お
い
て

「
避
難
の
指
示
等
」
と
い
う
。

)が
行
わ
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
法
第

34
9
条
の
３

の
３
第
１
項
に
規
定
す
る
避
難
等
解
除
日

(
以
下
こ
の
項
及
び
第

74
条
の
２
に
お

い
て
「
避
難
等
解
除
日
」
と
い
う
。

)の
属
す
る
年
が
法
第

34
9
条
の
３
の
３
第
１

項
に
規
定
す
る
被
災
年

(第
7
4条

の
２
に
お
い
て
「
被
災
年
」
と
い
う
。

)
の
翌
年

以
後
の
年
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
被
災
年
度
の
翌
年
度
か
ら
避
難
等
解
除
日
の
属

す
る
年
の
１
月
１
日
以
後
３
年
を
経
過
す
る
日
を
賦
課
期
日
と
す
る
年
度
ま
で
の

各
年
度

)の
初
日
の
属
す
る
年
の
１
月

31
日
ま
で
に
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
、

か
つ
、
第
４
号
に
掲
げ
る
事
実
を
証
す
る
書
類
を
添
付
し
た
申
出
書
を
市
長
に
提

出
し
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
代
表
者
の
住
所
、
氏
名
又
は
名
称
及
び
個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
（
個
人
番

号
又
は
法
人
番
号
を
有
し
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
住
所
及
び
氏
名
又
は
名
称
）

 

(2
)
～

(4
)
 
（
略
）
 

２
 
（
略
）
 

（
法
第

35
2
条
の
２
第
５
項
及
び
第
６
項
の
規
定
に
よ
る
固
定
資
産
税
額
の
あ
ん

分
の
申
出
）
 

第
63
条
の
３

 
法
第

3
52
条
の
２
第
５
項
の
規
定
に
よ
る
同
条
第
１
項
第
１
号
に
掲

げ
る
要
件
に
該
当
す
る
同
項
に
規
定
す
る
共
用
土
地
で
同
項
第
２
号
に
掲
げ
る
要

件
に
該
当
し
な
い
も
の
に
係
る
固
定
資
産
税
額
の
あ
ん
分
の
申
出
は
、
同
項
に
規

定
す
る
共
用
土
地
納
税
義
務
者
の
代
表
者
が
毎
年
１
月

3
1
日
ま
で
に
次
に
掲
げ
る

事
項
を
記
載
し
た
申
出
書
を
市
長
に
提
出
し
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
代
表
者
の
住
所
及
び
氏
名

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(2
)
～

(5
)
 
（
略
）

 

２
 
法
第
35
2
条
の
２
第
６
項
に
規
定
す
る
特
定
被
災
共
用
土
地

(以
下
こ
の
項
及
び

次
項
に
お
い
て
「
特
定
被
災
共
用
土
地
」
と
い
う
。
)
に
係
る
固
定
資
産
税
額
の
あ

ん
分
の
申
出
は
、
同
条
第

6
項
に
規
定
す
る
特
定
被
災
共
用
土
地
納
税
義
務
者

(第

５
号
及
び
第
４
項
に
お
い
て
「
特
定
被
災
共
用
土
地
納
税
義
務
者
」
と
い
う
。

)

の
代
表
者
が
法
第
3
4
9条

の
３
の
３
第
１
項
に
規
定
す
る
被
災
年
度

(
第
３
号
及
び

第
74
条
の
２
に
お
い
て
「
被
災
年
度
」
と
い
う
。

)
の
翌
年
度
又
は
翌
々
年
度

(法

第
34
9
条
の
３
の
３
第
１
項
に
規
定
す
る
避
難
の
指
示
等

(
第
7
4条

の
２
に
お
い
て

「
避
難
の
指
示
等
」
と
い
う
。

)
が
行
わ
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
法
第

3
4
9条

の
３

の
３
第
１
項
に
規
定
す
る
避
難
等
解
除
日

(
以
下
こ
の
項
及
び
第

7
4
条
の
２
に
お

い
て
「
避
難
等
解
除
日
」
と
い
う
。

)
の
属
す
る
年
が
法
第

3
4
9条

の
３
の
３
第
１

項
に
規
定
す
る
被
災
年
(
第
7
4
条
の
２
に
お
い
て
「
被
災
年
」
と
い
う
。

)
の
翌
年

以
後
の
年
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
被
災
年
度
の
翌
年
度
か
ら
避
難
等
解
除
日
の
属

す
る
年
の
１
月
１
日
以
後
３
年
を
経
過
す
る
日
を
賦
課
期
日
と
す
る
年
度
ま
で
の

各
年
度
)
の
初
日
の
属
す
る
年
の
１
月

3
1日

ま
で
に
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
、

か
つ
、
第
４
号
に
掲
げ
る
事
実
を
証
す
る
書
類
を
添
付
し
た
申
出
書
を
市
長
に
提

出
し
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 
(1
)
 

 代
表
者
の
住
所
及
び
氏
名
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(2
)
～
(6
) 

（
略
）

 

３
・
４

 
（
略
）

 

第
64
条
～
第
66
条
 

(略
) 

（
固
定
資
産
税
の
納
期
）

 

第
67
条
 
（
略
）
 

２
 
（
略
）
 

３
 
固
定
資
産
税
額
が
4,

00
0円

未
満
の
金
額
で
あ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
前
２
項
の

規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
各
項
の
規
定
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
た
納
期
の
う
ち
納

税
通
知
書
で
指
定
す
る
一
の
納
期
に
お
い
て
、
当
該
固
定
資
産
税
額
の
全
額
を
徴

収
す
る
。

 

４
 
（
略
）
 

第
68
条
～
第
70
条
 

(略
) 

（
固
定
資
産
税
の
減
免
）

 

第
71
条
 
（
略
）
 

２
・
３

 
（
略
）
 

４
 
前
３
項
の
規
定
に
よ
っ
て
固
定
資
産
税
の
減
免
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
納

期
限
前
７
日
ま
で
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
に
そ
の
減
免
を
受

け
よ
う
と
す
る
事
由
を
証
明
す
る
書
類
を
添
付
し
て
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
た
だ
し
、
既
に
こ
の
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
書
の
提
出
に
基
づ
く
固
定

資
産
税
の
減
免
を
受
け
て
い
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
申
請
書
の
内
容
に
異
動
が

な
く
、
か
つ
、
申
請
書
の
提
出
の
必
要
が
な
い
と
市
長
が
認
め
る
と
き
は
、
こ
の

限
り
で
な
い
。

 

(1
)
 
納
税
義
務
者
の
住
所
、
氏
名
又
は
名
称
及
び
個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
（
個

人
番
号
又
は
法
人
番
号
を
有
し
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
住
所
及
び
氏
名
又
は
名

称
）
 

 
(2
)
～
(5
) 

（
略
）

 

５
 
（
略
）
 

第
72
条
～
第
73
条
の
３

 
(略

) 

 
（
住
宅
用
地
の
申
告
）

 

 
(2
)
～

(6
)
 
（
略
）
 

３
・
４

 
（
略
）

 

第
64
条
～
第
66
条
 

(略
) 

（
固
定
資
産
税
の
納
期
）

 

第
67
条
 
（
略
）
 

２
 
（
略
）
 

３
 
固
定
資
産
税
額
が
4
,
0
0
0円

以
下
の
金
額
で
あ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
前
２
項
の

規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
各
項
の
規
定
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
た
納
期
の
う
ち
納

税
通
知
書
で
指
定
す
る
一
の
納
期
に
お
い
て
、
当
該
固
定
資
産
税
額
の
全
額
を
徴

収
す
る
。
 

４
 
（
略
）
 

第
68
条
～
第
70
条
 

(略
) 

（
固
定
資
産
税
の
減
免
）

 

第
71
条
 
（
略
）
 

２
・
３
 
（
略
）
 

４
 
前
３
項
の
規
定
に
よ
っ
て
固
定
資
産
税
の
減
免
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
納

期
限
前
７
日
ま
で
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
に
そ
の
減
免
を
受

け
よ
う
と
す
る
事
由
を
証
明
す
る
書
類
を
添
付
し
て
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
た
だ
し
、
既
に
こ
の
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
書
の
提
出
に
基
づ
く
固
定

資
産
税
の
減
免
を
受
け
て
い
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
申
請
書
の
内
容
に
異
動
が

な
く
、
か
つ
、
申
請
書
の
提
出
の
必
要
が
な
い
と
市
長
が
認
め
る
と
き
は
、
こ
の

限
り
で
な
い
。
 

(1
)
 
納
税
義
務
者
の
住
所
及
び
氏
名
又
は
名
称

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
(2
)
～

(5
)
 
（
略
）
 

５
 
（
略
）
 

第
72
条
～
第
73
条
の
３
 
(
略
)
 

 
（
住
宅
用
地
の
申
告
）
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第
74
条
 
賦
課
期
日
に
お
い
て
、
住
宅
用
地
を
所
有
す
る
者
は
、
当
該
年
度
の
前
年

度
に
係
る
賦
課
期
日
か
ら
引
き
続
き
当
該
住
宅
用
地
を
所
有
し
、
か
つ
、
そ
の
申

告
す
べ
き
事
項
に
異
動
が
な
い
場
合
を
除
き
、
当
該
年
度
の
初
日
の
属
す
る
年
の

１
月

31
日
ま
で
に
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
を
市
長
に
提
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
住
宅
用
地
の
所
有
者
の
住
所
、
氏
名
又
は
名
称
及
び
個
人
番
号
又
は
法
人
番

号
（
個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
を
有
し
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
住
所
及
び
氏
名

又
は
名
称
）
 

(2
)
～
(4
) 

（
略
）

 

２
 
（
略
）
 

（
被
災
住
宅
用
地
の
申
告
）

 

第
74
条
の
２
 
法
第

34
9条

の
３
の
３
第
１
項
（
同
条
第
２
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場

合
及
び
同
条
第
３
項
（
同
条
第
４
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規

定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
場
合
を
含
む
。
第
５
号
及
び
次
項
に
お
い
て

同
じ
。
）
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
被
災
年
度
の
翌
年
度
又
は

翌
々
年
度
（
避
難
の
指
示
等
が
行
わ
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
避
難
等
解
除
日
の
属

す
る
年
が
被
災
年
の
翌
年
以
後
の
年
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
被
災
年
度
の
翌
年
度

か
ら
避
難
等
解
除
日
の
属
す
る
年
の
１
月
１
日
以
後
３
年
を
経
過
す
る
日
を
賦
課

期
日
と
す
る
年
度
ま
で
の
各
年
度
）
の
初
日
の
属
す
る
年
の
１
月

31
日
ま
で
に
次

に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
、
か
つ
、
第
４
号
に
掲
げ
る
事
実
を
証
す
る
書
類
を
添

付
し
た
申
告
書
を
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
納
税
義
務
者
の
住
所
、
氏
名
又
は
名
称
及
び
個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
（
個

人
番
号
又
は
法
人
番
号
を
有
し
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
住
所
及
び
氏
名
又
は
名

称
）
並
び
に
当
該
納
税
義
務
者
が
令
第

52
条
の
13
第
１
項
第
３
号
か
ら
第
５
号

ま
で
又
は
第
３
項
第
３
号
か
ら
第
５
号
ま
で
に
掲
げ
る
者
で
あ
る
場
合
に
あ
っ

て
は
、
同
条
第
１
項
第
１
号
若
し
く
は
第
２
号
又
は
第
３
項
第
１
号
若
し
く
は

第
２
号
に
掲
げ
る
者
と
の
関
係

 

(2
)
～
(6
) 

（
略
）

 

２
 
（
略
）
 

第
75
条
～
第
88
条
 

(略
) 

第
74
条
 
賦
課
期
日
に
お
い
て
、
住
宅
用
地
を
所
有
す
る
者
は
、
当
該
年
度
の
前
年

度
に
係
る
賦
課
期
日
か
ら
引
き
続
き
当
該
住
宅
用
地
を
所
有
し
、
か
つ
、
そ
の
申

告
す
べ
き
事
項
に
異
動
が
な
い
場
合
を
除
き
、
当
該
年
度
の
初
日
の
属
す
る
年
の

１
月
31
日
ま
で
に
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
を
市
長
に
提
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
 

(1
)
 
住
宅
用
地
の
所
有
者
の
住
所
及
び
氏
名
又
は
名
称

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 
 

(2
)
～

(4
)
 
（
略
）
 

２
 
（
略
）
 

（
被
災
住
宅
用
地
の
申
告
）

 

第
74
条
の
２
 
法
第

3
4
9条

の
３
の
３
第
１
項
（
同
条
第
２
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場

合
及
び
同
条
第
３
項
（
同
条
第
４
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規

定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
場
合
を
含
む
。
第
５
号
及
び
次
項
に
お
い
て

同
じ
。
）
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
被
災
年
度
の
翌
年
度
又
は

翌
々
年
度
（
避
難
の
指
示
等
が
行
わ
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
避
難
等
解
除
日
の
属

す
る
年
が
被
災
年
の
翌
年
以
後
の
年
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
被
災
年
度
の
翌
年
度

か
ら
避
難
等
解
除
日
の
属
す
る
年
の
１
月
１
日
以
後
３
年
を
経
過
す
る
日
を
賦
課

期
日
と
す
る
年
度
ま
で
の
各
年
度
）
の
初
日
の
属
す
る
年
の
１
月

3
1日

ま
で
に
次

に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
、
か
つ
、
第
４
号
に
掲
げ
る
事
実
を
証
す
る
書
類
を
添

付
し
た
申
告
書
を
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
納
税
義
務
者
の
住
所
及
び
氏
名
又
は
名
称

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
並
び
に
当
該
納
税
義
務
者
が
令
第

5
2
条
の
1
3
第
１
項
第
３
号
か
ら
第
５
号

ま
で
又
は
第
３
項
第
３
号
か
ら
第
５
号
ま
で
に
掲
げ
る
者
で
あ
る
場
合
に
あ
っ

て
は
、
同
条
第
１
項
第
１
号
若
し
く
は
第
２
号
又
は
第
３
項
第
１
号
若
し
く
は

第
２
号
に
掲
げ
る
者
と
の
関
係

 

(2
)
～

(6
)
 
（
略
）
 

２
 
（
略
）
 

第
75
条
～
第
88
条
 

(略
) 
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（
軽
自
動
車
税
の
減
免
）

 

第
89
条
 
（
略
）
 

２
 
前
項
の
規
定
に
よ
っ
て
軽
自
動
車
税
の
減
免
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
納
期

限
前
７
日
ま
で
に
、
当
該
軽
自
動
車
等
に
つ
い
て
減
免
を
受
け
よ
う
と
す
る
税
額

及
び
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
に
減
免
を
必
要
と
す
る
事
由
を
証
明

す
る
書
類
を
添
付
し
、
こ
れ
を
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
（
略
）
 

(2
)
 
軽
自
動
車
等
の
所
有
者
等
の
住
所
又
は
事
務
所
若
し
く
は
事
業
所
の
所
在

地
、
氏
名
又
は
名
称
及
び
個
人
番
号
（
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識

別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
第
２
条
第
５
項
に
規
定
す
る
個

人
番
号
を
い
う
。
次
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
法
人
番
号
（
個
人
番
号
又
は

法
人
番
号
を
有
し
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
住
所
又
は
事
務
所
若
し
く
は
事
業
所

の
所
在
地
及
び
氏
名
又
は
名
称
）
 

 
(3
)
～
（
8）

 
（
略
）

 

３
 
（
略
）
 

 
（
身
体
障
害
者
等
に
対
す
る
軽
自
動
車
税
の
減
免
）

 

第
90
条
 
（
略
）
 

２
 
前
項
第
１
号
の
規
定
に
よ
っ
て
軽
自
動
車
税
の
減
免
を
受
け
よ
う
と
す
る
者

は
、
納
期
限
前
７
日
ま
で
に
、
市
長
に
対
し
て
、
身
体
障
害
者
福
祉
法
（
昭
和

24

年
法
律
第

28
3号

）
第
15
条
の
規
定
に
よ
り
交
付
さ
れ
た
身
体
障
害
者
手
帳
（
戦
傷

病
者
特
別
援
護
法
（
昭
和

38
年
法
律
第

16
8号

）
第
４
条
の
規
定
に
よ
り
戦
傷
病
者

手
帳
の
交
付
を
受
け
て
い
る
者
で
身
体
障
害
者
手
帳
の
交
付
を
受
け
て
い
な
い
も

の
に
あ
っ
て
は
、
戦
傷
病
者
手
帳
と
す
る
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
身
体
障
害

者
手
帳
」
と
い
う
。
）
、
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
交
付
さ
れ
た

療
育
手
帳
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
療
育
手
帳
」
と
い
う
。
）
又
は
精
神
保
健

及
び
精
神
障
害
者
福
祉
に
関
す
る
法
律
（
昭
和

25
年
法
律
第
12
3
号
）
第
45
条
の
規

定
に
よ
り
交
付
さ
れ
た
精
神
障
害
者
保
健
福
祉
手
帳
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
精

神
障
害
者
保
健
福
祉
手
帳
」
と
い
う
。
）
及
び
道
路
交
通
法
（
昭
和

35
年
法
律
第

10
5
号
）
第
92
条
の
規
定
に
よ
り
交
付
さ
れ
た
身
体
障
害
者
又
は
身
体
障
害
者
等
と

生
計
を
一
に
す
る
者
若
し
く
は
身
体
障
害
者
等
（
身
体
障
害
者
等
の
み
で
構
成
さ
 

 
（
軽
自
動
車
税
の
減
免
）
 

第
89
条

 
（
略
）
 

２
 
前
項
の
規
定
に
よ
っ
て
軽
自
動
車
税
の
減
免
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
納
期

限
前
７
日
ま
で
に
、
当
該
軽
自
動
車
等
に
つ
い
て
減
免
を
受
け
よ
う
と
す
る
税
額

及
び
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
に
減
免
を
必
要
と
す
る
事
由
を
証
明

す
る
書
類
を
添
付
し
、
こ
れ
を
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
（
略
）
 

(2
)
 
軽
自
動
車
等
の
所
有
者
等
の
住
所
又
は
氏
名
若
し
く
は
名
称

 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
(3
)
～
（
8）

 
（
略
）

 

３
 
（
略
）
 

 
（
身
体
障
害
者
等
に
対
す
る
軽
自
動
車
税
の
減
免
）

 

第
90
条

 
（
略
）
 

２
 
前
項
第
１
号
の
規
定
に
よ
っ
て
軽
自
動
車
税
の
減
免
を
受
け
よ
う
と
す
る
者

は
、
納
期
限
前
７
日
ま
で
に
、
市
長
に
対
し
て
、
身
体
障
害
者
福
祉
法
（
昭
和

2
4

年
法
律
第
28
3
号
）
第
1
5条

の
規
定
に
よ
り
交
付
さ
れ
た
身
体
障
害
者
手
帳
（
戦
傷

病
者
特
別
援
護
法
（
昭
和
3
8年

法
律
第

1
6
8
号
）
第
４
条
の
規
定
に
よ
り
戦
傷
病
者

手
帳
の
交
付
を
受
け
て
い
る
者
で
身
体
障
害
者
手
帳
の
交
付
を
受
け
て
い
な
い
も

の
に
あ
っ
て
は
、
戦
傷
病
者
手
帳
と
す
る
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
身
体
障
害

者
手
帳
」
と
い
う
。
）
、
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
交
付
さ
れ
た

療
育
手
帳
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
療
育
手
帳
」
と
い
う
。
）
又
は
精
神
保
健

及
び
精
神
障
害
者
福
祉
に
関
す
る
法
律
（
昭
和

2
5
年
法
律
第

1
2
3号

）
第
4
5
条
の
規

定
に
よ
り
交
付
さ
れ
た
精
神
障
害
者
保
健
福
祉
手
帳
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
精

神
障
害
者
保
健
福
祉
手
帳
」
と
い
う
。
）
及
び
道
路
交
通
法
（
昭
和

3
5年

法
律
第

10
5
号
）
第

92
条
の
規
定
に
よ
り
交
付
さ
れ
た
身
体
障
害
者
又
は
身
体
障
害
者
等
と

生
計
を
一
に
す
る
者
若
し
く
は
身
体
障
害
者
等
（
身
体
障
害
者
等
の
み
で
構
成
さ
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れ
る
世
帯
の
者
に
限
る
。
）
を
常
時
介
護
す
る
者
の
運
転
免
許
証
（
以
下
こ
の
項

に
お
い
て
「
運
転
免
許
証
」
と
い
う
。
）
を
提
示
す
る
と
と
も
に
、
次
に
掲
げ
る

事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
に
減
免
を
必
要
と
す
る
理
由
を
証
明
す
る
書
類
を
添
付

し
て
、
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
減
免
を
受
け
る
者
の
氏
名
、
住
所
及
び
個
人
番
号
（
個
人
番
号
を
有
し
な
い

者
に
あ
っ
て
は
、
氏
名
及
び
住
所
）
並
び
に
減
免
を
受
け
る
者
が
身
体
障
害
者

等
と
生
計
を
一
に
す
る
者
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
身
体
障
害
者
等
と
の
関
係
 

(2
)
～
(6
) 

（
略
）

 

３
・
４

 
（
略
）

 

第
91
条
～
第
13

9条
の
２

 
（
略
）

 

（
特
別
土
地
保
有
税
の
減
免
）

 

第
13
9
条
の
３
 
（
略
）

 

２
 
前
項
の
規
定
に
よ
っ
て
特
別
土
地
保
有
税
の
減
免
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、

納
期
限
前
７
日
ま
で
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
に
そ
の
減
免
を

受
け
よ
う
と
す
る
事
由
を
証
明
す
る
書
類
を
添
付
し
て
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
納
税
義
務
者
の
住
所
、
氏
名
又
は
名
称
及
び
個
人
番
号
（
行
政
手
続
に
お
け

る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
第
２
条
第

５
項
に
規
定
す
る
個
人
番
号
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は

法
人
番
号
（
個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
を
有
し
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
住
所
及

び
氏
名
又
は
名
称
）
 

(2
)
・
(3
) 

（
略
）

 

３
 
（
略
）
 

第
14
0
条
～
第
14

8条
 
（
略
）

 

（
入
湯
税
に
係
る
特
別
徴
収
義
務
者
に
経
営
申
告
）

 

第
14
9
条

 
鉱
泉
浴
場
を
経
営
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
経
営
開
始
の
日
の
前
日
ま
で

に
、
下
記
に
掲
げ
る
事
項
を
市
長
に
申
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
申
告
し
た
事

項
に
異
動
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
は
、
直
ち
に
そ
の
旨
を
申
告
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

 

(1
)
 
住
所
又
は
事
務
所
若
し
く
は
事
業
所
の
所
在
地
、
氏
名
又
は
名
称
及
び
個
人
 

れ
る
世
帯
の
者
に
限
る
。
）
を
常
時
介
護
す
る
者
の
運
転
免
許
証
（
以
下
こ
の
項

に
お
い
て
「
運
転
免
許
証
」
と
い
う
。
）
を
提
示
す
る
と
と
も
に
、
次
に
掲
げ
る

事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
に
減
免
を
必
要
と
す
る
理
由
を
証
明
す
る
書
類
を
添
付

し
て
、
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
減
免
を
受
け
る
者
の
氏
名
及
び
住
所

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
並
び
に
減
免
を
受
け
る
者
が
身
体
障
害
者

等
と
生
計
を
一
に
す
る
者
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
身
体
障
害
者
等
と
の
関
係

 

(2
)
～

(6
)
 
（
略
）
 

３
・
４

 
（
略
）

 

第
91
条
～
第
13
9
条
の
２

 
（
略
）

 

（
特
別
土
地
保
有
税
の
減
免
）

 

第
13
9
条
の
３
 
（
略
）

 

２
 
前
項
の
規
定
に
よ
っ
て
特
別
土
地
保
有
税
の
減
免
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、

納
期
限
前
７
日
ま
で
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
に
そ
の
減
免
を

受
け
よ
う
と
す
る
事
由
を
証
明
す
る
書
類
を
添
付
し
て
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
 

(1
)
 
納
税
義
務
者
の
住
所
及
び
氏
名
又
は
名
称

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

(2
)
・

(3
)
 
（
略
）
 

３
 
（
略
）
 

第
14
0
条
～
第
14
8
条

 
（
略
）

 

（
入
湯
税
に
係
る
特
別
徴
収
義
務
者
に
経
営
申
告
）

 

第
14
9
条

 
鉱
泉
浴
場
を
経
営
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
経
営
開
始
の
日
の
前
日
ま
で

に
、
下
記
に
掲
げ
る
事
項
を
市
長
に
申
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
申
告
し
た
事

項
に
異
動
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
は
、
直
ち
に
そ
の
旨
を
申
告
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
 

 
(1
)
 
住
所
及
び
氏
名
又
は
名
称
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番
号
（
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等

に
関
す
る
法
律
第
２
条
第
５
項
に
規
定
す
る
個
人
番
号
を
い
う
。
）
又
は
法
人

番
号
（
個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
を
有
し
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
住
所
又
は
事

務
所
若
し
く
は
事
業
所
の
所
在
地
及
び
氏
名
又
は
名
称
）

 

(2
)
・
(3
) 

（
略
）

 

第
15
0
条
～
第
15

6条
 
（
略
）

 

 
 

 
附

 
則

 

第
１
条
～
第
３
条
の
２

 
（
略
）

 

（
納
期
限
の
延
長
に
係
る
延
滞
金
の
特
例
）

 

第
４
条

 
当
分
の
間
、
日
本
銀
行
法
（
平
成
９
年
法
律
第
89
号
）
第
15
条
第
１
項
（
第

１
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
に
よ
り
定
め
ら
れ
る
商
業
手
形
の
基
準
割

引
率
が
年

5.
5パ

ー
セ
ン
ト
を
超
え
て
定
め
ら
れ
る
日
か
ら
そ
の
後
年

5.
5
パ
ー
セ

ン
ト
以
下
に
定
め
ら
れ
る
日
の
前
日
ま
で
の
期
間
（
当
該
期
間
内
に
前
条
第
２
項

の
規
定
に
よ
り
第

52
条
に
規
定
す
る
延
滞
金
の
割
合
を
同
項
に
規
定
す
る
特
例
基

準
割
合
と
す
る
年
に
含
ま
れ
る
期
間
が
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
期
間
を
除
く
。
以

下
こ
の
項
に
お
い
て
「
特
例
期
間
」
と
い
う
。
）
内
（
法
人
税
法
第

75
条
の
２
第

１
項
（
同
法
第
14

4条
の
８
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り

延
長
さ
れ
た
法
第

32
1
条
の
８
第
１
項
に
規
定
す
る
申
告
書
の
提
出
期
限
又
は
法

人
税
法
第

81
条
の

24
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
延
長
さ
れ
た
法
第

32
1
条
の
８
第
４

項
に
規
定
す
る
申
告
書
の
提
出
期
限
が
当
該
年

5.
5
パ
ー
セ
ン
ト
以
下
に
定
め
ら

れ
る
日
以
後
に
到
来
す
る
こ
と
と
な
る
市
民
税
に
係
る
申
告
基
準
日
が
特
例
期
間

内
に
到
来
す
る
場
合
に
お
け
る
当
該
市
民
税
に
係
る
第

52
条
の
規
定
に
よ
る
延
滞

金
に
あ
っ
て
は
、
当
該
年

5.
5パ

ー
セ
ン
ト
を
超
え
て
定
め
ら
れ
る
日
か
ら
当
該
延

長
さ
れ
た
申
告
書
の
提
出
期
限
ま
で
の
期
間
内
）
は
、
特
例
期
間
内
に
そ
の
申
告

基
準
日
の
到
来
す
る
市
民
税
に
係
る
第

52
条
に
規
定
す
る
延
滞
金
の
年

7.
3
パ
ー

セ
ン
ト
の
割
合
は
、
同
条
及
び
前
条
第
２
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
年

7.
3

パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
と
当
該
申
告
基
準
日
に
お
け
る
当
該
商
業
手
形
の
基
準
割
引

率
の
う
ち
年

5.
5
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
を
超
え
る
部
分
の
割
合
を
年

0.
25
パ
ー
セ

ン
ト
の
割
合
で
除
し
て
得
た
数
を
年

0.
73
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
に
乗
じ
て
計
算
し

た
割
合
と
を
合
計
し
た
割
合
（
当
該
合
計
し
た
割
合
が
年

12
.7
75
パ
ー
セ
ン
ト
の

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(2
)
・

(3
)
 
（
略
）
 

第
15
0
条
～
第
15
6
条

 
（
略
）

 

 
 

 
附

 
則

 

第
１
条
～
第
３
条
の
２

 
（
略
）

 

（
納
期
限
の
延
長
に
係
る
延
滞
金
の
特
例
）

 

第
４
条

 
当
分
の
間
、
日
本
銀
行
法
（
平
成
９
年
法
律
第
8
9
号
）
第
1
5条

第
１
項
（
第

１
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
に
よ
り
定
め
ら
れ
る
商
業
手
形
の
基
準
割

引
率
が
年
5.
5
パ
ー
セ
ン
ト
を
超
え
て
定
め
ら
れ
る
日
か
ら
そ
の
後
年

5
.
5パ

ー
セ

ン
ト
以
下
に
定
め
ら
れ
る
日
の
前
日
ま
で
の
期
間
（
当
該
期
間
内
に
前
条
第
２
項

の
規
定
に
よ
り
第
5
2条

に
規
定
す
る
延
滞
金
の
割
合
を
同
項
に
規
定
す
る
特
例
基

準
割
合
と
す
る
年
に
含
ま
れ
る
期
間
が
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
期
間
を
除
く
。
以

下
こ
の
項
に
お
い
て
「
特
例
期
間
」
と
い
う
。
）
内
（
法
人
税
法
第

7
5条

の
２
第

１
項
（
同
法
第

1
45
条
１
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り

延
長
さ
れ
た
法
第

3
2
1
条
の
８
第
１
項
に
規
定
す
る
申
告
書
の
提
出
期
限
又
は
法

人
税
法
第

81
条
の

2
4
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
延
長
さ
れ
た
法
第

3
21
条
の
８
第
４

項
に
規
定
す
る
申
告
書
の
提
出
期
限
が
当
該
年

5
.
5
パ
ー
セ
ン
ト
以
下
に
定
め
ら

れ
る
日
以
後
に
到
来
す
る
こ
と
と
な
る
市
民
税
に
係
る
申
告
基
準
日
が
特
例
期
間

内
に
到
来
す
る
場
合
に
お
け
る
当
該
市
民
税
に
係
る
第

5
2
条
の
規
定
に
よ
る
延
滞

金
に
あ
っ
て
は
、
当
該
年
5
.
5パ

ー
セ
ン
ト
を
超
え
て
定
め
ら
れ
る
日
か
ら
当
該
延

長
さ
れ
た
申
告
書
の
提
出
期
限
ま
で
の
期
間
内
）
は
、
特
例
期
間
内
に
そ
の
申
告

基
準
日
の
到
来
す
る
市
民
税
に
係
る
第

5
2
条
に
規
定
す
る
延
滞
金
の
年

7
.
3
パ
ー

セ
ン
ト
の
割
合
は
、
同
条
及
び
前
条
第
２
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
年

7
.
3

パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
と
当
該
申
告
基
準
日
に
お
け
る
当
該
商
業
手
形
の
基
準
割
引

率
の
う
ち
年

5.
5
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
を
超
え
る
部
分
の
割
合
を
年

0
.
2
5
パ
ー
セ

ン
ト
の
割
合
で
除
し
て
得
た
数
を
年

0
.
7
3
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
に
乗
じ
て
計
算
し

た
割
合
と
を
合
計
し
た
割
合
（
当
該
合
計
し
た
割
合
が
年

1
2
.
7
7
5パ

ー
セ
ン
ト
の
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割
合
を
超
え
る
場
合
に
は
、
年

12
.7

75
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
）
と
す
る
。

 

２
 
（
略
）
 

第
４
条
の
２
～
第
７
条
の
３

 
(略

) 

第
７
条
の
３
の
２

 
平
成

22
年
度
か
ら
平
成

41
年
度
ま
で
の
各
年
度
分
の
個
人
の
市

民
税
に
限
り
、
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
前
年
分
の
所
得
税
に
つ
き
租
税
特
別
措

置
法
第

41
条
又
は
第

41
条
の
２
の
２
の
規
定
の
適
用
を
受
け
た
場
合
（
居
住
年
が

平
成

11
年
か
ら
平
成

18
年
ま
で
又
は
平
成

21
年
か
ら
平
成

31
年
ま
で
の
各
年
で
あ

る
場
合
に
限
る
。
）
に
お
い
て
、
前
条
第
１
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
な
い
と
き

は
、
法
附
則
第
５
条
の
４
の
２
第
６
項
（
同
条
第
９
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え

て
適
用
さ
れ
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
と
こ
ろ
に
よ
り
控
除
す
べ
き
額
を
、

当
該
納
税
義
務
者
の
第

34
条
の
３
及
び
第

34
条
の
６
の
規
定
を
適
用
し
た
場
合
の

所
得
割
の
額
か
ら
控
除
す
る
。

 

２
・
３

 
（
略
）

 

第
７
条
の
４

 
(略

) 

第
８
条

 
（
略
）
 

（
個
人
の
市
民
税
の
寄
附
金
控
除
額
に
係
る
申
告
の
特
例
等
）

 

第
９
条

 
法
附
則
第
７
条
第
８
項
に
規
定
す
る
申
告
特
例
対
象
寄
附
者
（
次
項
に
お

い
て
「
申
告
特
例
対
象
寄
附
者
」
と
い
う
。
）
は
、
当
分
の
間
、
第

34
条
の
７
第

１
項
及
び
第
２
項
の
規
定
に
よ
っ
て
控
除
す
べ
き
金
額
の
控
除
を
受
け
よ
う
と
す

る
場
合
に
は
、
第

36
条
の
２
第
４
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
書
の
提
出
（
第

36
条
の

３
の
規
定
に
よ
り
当
該
申
告
書
が
提
出
さ
れ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
る
所
得
税
法
第

２
条
第
１
項
第

37
号
に
規
定
す
る
確
定
申
告
書
の
提
出
を
含
む
。
）
に
代
え
て
、

法
第

31
4条

の
７
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
寄
附
金
（
以
下
こ
の
項
及
び
次
条
に
お

い
て
「
地
方
団
体
に
対
す
る
寄
附
金
」
と
い
う
。
）
を
支
出
す
る
際
、
法
附
則
第

７
条
第
８
項
か
ら
第

10
項
ま
で
に
規
定
す
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
地
方
団
体
に
対
す

る
寄
附
金
を
受
領
す
る
地
方
団
体
の
長
に
対
し
、
同
条
第
８
項
に
規
定
す
る
申
告

特
例
通
知
書
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
申
告
特
例
通
知
書
」
と
い
う
。
）
を
送

付
す
る
こ
と
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

２
 
前
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
特
例
通
知
書
の
送
付
の
求
め
（
以
下
こ
の
条
に
お
い

て
「
申
告
特
例
の
求
め
」
と
い
う
。
）
を
行
っ
た
申
告
特
例
対
象
寄
附
者
は
、
当

 

割
合
を
超
え
る
場
合
に
は
、
年

1
2
.
7
7
5パ

ー
セ
ン
ト
の
割
合
）
と
す
る
。

 

２
 
（
略
）
 

第
４
条
の
２
～
第
７
条
の
３

 
(
略
)
 

第
７
条
の
３
の
２

 
平
成
2
2
年
度
か
ら
平
成

3
9
年
度
ま
で
の
各
年
度
分
の
個
人
の
市

民
税
に
限
り
、
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
前
年
分
の
所
得
税
に
つ
き
租
税
特
別
措

置
法
第
41
条
又
は
第
4
1条

の
２
の
２
の
規
定
の
適
用
を
受
け
た
場
合
（
居
住
年
が

平
成
11
年
か
ら
平
成
1
8年

ま
で
又
は
平
成

2
1
年
か
ら
平
成

2
9年

ま
で
の
各
年
で
あ

る
場
合
に
限
る
。
）
に
お
い
て
、
前
条
第
１
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
な
い
と
き

は
、
法
附
則
第
５
条
の
４
の
２
第
６
項
（
同
条
第
９
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え

て
適
用
さ
れ
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
と
こ
ろ
に
よ
り
控
除
す
べ
き
額
を
、

当
該
納
税
義
務
者
の
第
3
4
条
の
３
及
び
第

3
4
条
の
６
の
規
定
を
適
用
し
た
場
合
の

所
得
割
の
額
か
ら
控
除
す
る
。

 

２
・
３

 
（
略
）

 

第
７
条
の
４

 
(略

)
 

第
８
条

 
（
略
）
 

 第
９
条

 
削
除
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該
申
告
特
例
の
求
め
を
行
っ
た
日
か
ら
賦
課
期
日
ま
で
の
間
に
法
附
則
第
７
条
第

10
項
第
１
号
に
掲
げ
る
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
と
き
は
、
同
条
第
９
項
に
規
定
す

る
申
告
特
例
対
象
年
（
次
項
に
お
い
て
「
申
告
特
例
対
象
年
」
と
い
う
。
）
の
翌

年
の
１
月

10
日
ま
で
に
、
当
該
申
告
特
例
の
求
め
を
行
っ
た
地
方
団
体
の
長
に
対

し
、
施
行
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
変
更
が
あ
っ
た
事
項
そ
の
他
施

行
規
則
で
定
め
る
事
項
を
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

３
 
申
告
特
例
の
求
め
を
受
け
た
地
方
団
体
の
長
は
、
申
告
特
例
対
象
年
の
翌
年
の

１
月

31
日
ま
で
に
、
法
附
則
第
７
条
第

10
項
の
規
定
に
よ
り
申
請
書
に
記
載
さ
れ

た
当
該
申
告
特
例
の
求
め
を
行
っ
た
者
の
住
所
（
同
条
第

11
項
の
規
定
に
よ
り
住

所
の
変
更
の
届
出
が
あ
っ
た
と
き
は
、
当
該
変
更
後
の
住
所
）
の
所
在
地
の
市
町

村
長
に
対
し
、
施
行
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
申
告
特
例
通
知
書
を
送
付

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

４
 
申
告
特
例
の
求
め
を
行
っ
た
者
が
、
法
附
則
第
７
条
第

13
項
各
号
の
い
ず
れ
か

に
該
当
す
る
場
合
に
お
い
て
、
同
項
前
段
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
と
き
は
、
前

項
の
規
定
に
よ
る
申
告
特
例
通
知
書
の
送
付
を
受
け
た
市
町
村
長
は
、
当
該
申
告

特
例
の
求
め
を
行
っ
た
者
に
対
し
、
そ
の
旨
の
通
知
そ
の
他
の
必
要
な
措
置
を
講

ず
る
も
の
と
す
る
。

 

第
９
条
の
２

 
当
分
の
間
、
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
前
年
中
に
地
方
団
体
に
対
す

る
寄
附
金
を
支
出
し
、
か
つ
、
当
該
納
税
義
務
者
に
つ
い
て
前
条
第
３
項
の
規
定

に
よ
る
申
告
特
例
通
知
書
の
送
付
が
あ
っ
た
場
合
（
法
附
則
第
７
条
第

1
3項

の
規

定
に
よ
り
な
か
っ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
る
場
合
を
除
く
。
）
に
お
い
て
は
、
法
附

則
第
７
条
の
２
第
４
項
に
規
定
す
る
と
こ
ろ
に
よ
り
控
除
す
べ
き
額
を
、
第

34
条

の
７
第
１
項
及
び
第
２
項
の
規
定
を
適
用
し
た
場
合
の
所
得
割
の
額
か
ら
控
除
す

る
も
の
と
す
る
。

 

第
10
条

 
（
略
）

 

（
法
附
則
第

15
条
第
２
項
第
１
号
等
の
条
例
で
定
め
る
割
合
）

 

第
10
条
の
２

 
（
略
）

 

２
～
５

 
（
略
）

 

６
 
法
附
則
第
1
5条

第
36
項
に
規
定
す
る
市
町
村
の
条
例
で
定
め
る
割
合
は
３
分
の

２
と
す
る
。

 

                        第
10
条

 
（
略
）

 

（
法
附
則
第
15
条
第
２
項
第
１
号
等
の
条
例
で
定
め
る
割
合
）

 

第
10
条
の
２
 
（
略
）
 

２
～
５

 
（
略
）

 

６
 
法
附
則
第

15
条
第

34
項
に
規
定
す
る
市
町
村
の
条
例
で
定
め
る
割
合
は
３
分
の

２
と
す
る
。
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７
 
法
附
則
第
1
5条

第
39
項
に
規
定
す
る
市
町
村
の
条
例
で
定
め
る
割
合
は
３
分
の

２
と
す
る
。

 

８
 
法
附
則
第
1
5条

第
40
項
に
規
定
す
る
市
町
村
の
条
例
で
定
め
る
割
合
は
４
分
の

３
と
す
る
。

 

９
 
法
附
則
第

1
5条

の
８
第
４
項
に
規
定
す
る
市
町
村
の
条
例
で
定
め
る
割
合
は
３

分
の
２
と
す
る
。

 

（
新
築
住
宅
等
に
対
す
る
固
定
資
産
税
の
減
額
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す

る
者
が
す
べ
き
申
告
）

 

第
10
条
の
３

 
法
附
則
第

1
5
条
の
６
第
１
項
又
は
第
２
項
の
住
宅
に
つ
い
て
、
こ
れ

ら
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
当
該
年
度
の
初
日
の
属
す
る
年
の

１
月

31
日
ま
で
に
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
を
市
長
に
提
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
納
税
義
務
者
の
住
所
、
氏
名
又
は
名
称
及
び
個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
（
個

人
番
号
又
は
法
人
番
号
を
有
し
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
住
所
及
び
氏
名
又
は
名

称
）

 

(2
)
・
(3
) 

（
略
）

 

２
 
法
附
則
第

15
条
の
７
第
１
項
又
は
第
２
項
の
住
宅
に
つ
い
て
、
こ
れ
ら
の
規
定

の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
当
該
年
度
の
初
日
の
属
す
る
年
の
１
月

31
日

ま
で
に
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
に
施
行
規
則
附
則
第
７
条
第
２
項

に
規
定
す
る
書
類
を
添
付
し
て
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
納
税
義
務
者
の
住
所
、
氏
名
又
は
名
称
及
び
個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
（
個

人
番
号
又
は
法
人
番
号
を
有
し
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
住
所
及
び
氏
名
又
は
名

称
）

 

(2
)
～
(4
) 

（
略
）

 

３
 
法
附
則
第

15
条
の
８
第
３
項
の
家
屋
に
つ
い
て
、
同
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け

よ
う
と
す
る
者
は
、
当
該
年
度
の
初
日
の
属
す
る
年
の
１
月

31
日
ま
で
に
次
に
掲

げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
を
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

(1
)
 
納
税
義
務
者
の
住
所
、
氏
名
又
は
名
称
及
び
個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
（
個

人
番
号
又
は
法
人
番
号
を
有
し
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
住
所
及
び
氏
名
又
は
名

称
）

 

７
 
法
附
則
第
1
5条

第
3
7
項
に
規
定
す
る
市
町
村
の
条
例
で
定
め
る
割
合
は
３
分
の

２
と
す
る
。
 

８
 
法
附
則
第
1
5条

第
3
8
項
に
規
定
す
る
市
町
村
の
条
例
で
定
め
る
割
合
は
４
分
の

３
と
す
る
。
 

  

（
新
築
住
宅
等
に
対
す
る
固
定
資
産
税
の
減
額
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す

る
者
が
す
べ
き
申
告
）

 

第
10
条
の
３
 
法
附
則
第

1
5
条
の
６
第
１
項
又
は
第
２
項
の
住
宅
に
つ
い
て
、
こ
れ

ら
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
当
該
年
度
の
初
日
の
属
す
る
年
の

１
月
31
日
ま
で
に
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
を
市
長
に
提
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
 

(1
)
 
納
税
義
務
者
の
住
所
及
び
氏
名
又
は
名
称

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

(2
)
・

(3
)
 
（
略
）

 

２
 
法
附
則
第

15
条
の
７
第
１
項
又
は
第
２
項
の
住
宅
に
つ
い
て
、
こ
れ
ら
の
規
定

の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
当
該
年
度
の
初
日
の
属
す
る
年
の
１
月

31
日

ま
で
に
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
に
施
行
規
則
附
則
第
７
条
第
２
項

に
規
定
す
る
書
類
を
添
付
し
て
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(
1)
 
納
税
義
務
者
の
住
所
及
び
氏
名
又
は
名
称

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

(2
)
～

(4
)
 
（
略
）

 

３
 
法
附
則
第

15
条
の
８
第
３
項
の
家
屋
に
つ
い
て
、
同
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け

よ
う
と
す
る
者
は
、
当
該
年
度
の
初
日
の
属
す
る
年
の
１
月

3
1
日
ま
で
に
次
に
掲

げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
を
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
納
税
義
務
者
の
住
所
及
び
氏
名
又
は
名
称
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(2
)
・
(3
) 

（
略
）

 

４
 
法
附
則
第

15
条
の
８
第
４
項
の
貸
家
住
宅
に
つ
い
て
、
同
項
の
規
定
の
適
用
を

受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
当
該
年
度
の
初
日
の
属
す
る
年
の
１
月

31
日
ま
で
に
次

に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
、
か
つ
、
高
齢
者
の
居
住
の
安
定
確
保
に
関
す
る
法
律

（
平
成

13
年
法
律
第

26
号
）
第
７
条
第
１
項
の
登
録
を
受
け
た
旨
を
証
す
る
書
類

及
び
当
該
貸
家
住
宅
の
建
設
に
要
す
る
費
用
に
つ
い
て
令
附
則
第

12
条
第

21
項
第

２
号
に
規
定
す
る
補
助
を
受
け
て
い
る
旨
を
証
す
る
書
類
を
添
付
し
た
申
請
書
を

市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
納
税
義
務
者
の
住
所
、
氏
名
又
は
名
称
及
び
個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
（
個

人
番
号
又
は
法
人
番
号
を
有
し
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
住
所
及
び
氏
名
又
は
名

称
）

 

(2
)
・
(3
) 

（
略
）

 

５
 
法
附
則
第

15
条
の
８
第
５
項
の
家
屋
に
つ
い
て
、
同
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け

よ
う
と
す
る
者
は
、
当
該
年
度
の
初
日
の
属
す
る
年
の
１
月

31
日
ま
で
に
次
に
掲

げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
を
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 
(1
)
 
納
税
義
務
者
の
住
所
、
氏
名
又
は
名
称
及
び
個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
（
個

人
番
号
又
は
法
人
番
号
を
有
し
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
住
所
及
び
氏
名
又
は
名

称
）

 

(2
)
・
(3
) 

（
略
）

 

６
 
法
附
則
第

15
条
の
９
第
１
項
の
耐
震
基
準
適
合
住
宅
に
つ
い
て
、
同
項
の
規
定

の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
当
該
耐
震
基
準
適
合
住
宅
に
係
る
耐
震
改
修

 

が
完
了
し
た
日
か
ら
３
月
以
内
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
に
当

該
耐
震
改
修
に
要
し
た
費
用
を
証
す
る
書
類
及
び
当
該
耐
震
改
修
後
の
家
屋
が
令

附
則
第

12
条
第
25
項
に
規
定
す
る
基
準
を
満
た
す
こ
と
を
証
す
る
書
類
を
添
付
し

て
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
納
税
義
務
者
の
住
所
、
氏
名
又
は
名
称
及
び
個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
（
個

人
番
号
又
は
法
人
番
号
を
有
し
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
住
所
及
び
氏
名
又
は
名

称
）

 

(2
)
～
(6
) 

（
略
）

 

７
 
法
附
則
第

15
条
の
９
第
４
項
の
高
齢
者
等
居
住
改
修
住
宅
又
は
同
条
第
５
項
の

 

 
(2
)
・

(3
)
 
（
略
）

 

４
 
法
附
則
第

15
条
の
８
第
４
項
の
貸
家
住
宅
に
つ
い
て
、
同
項
の
規
定
の
適
用
を

受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
当
該
年
度
の
初
日
の
属
す
る
年
の
１
月

3
1
日
ま
で
に
次

に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
、
か
つ
、
高
齢
者
の
居
住
の
安
定
確
保
に
関
す
る
法
律

（
平
成

13
年
法
律
第

2
6
号
）
第
７
条
第
１
項
の
登
録
を
受
け
た
旨
を
証
す
る
書
類

及
び
当
該
貸
家
住
宅
の
建
設
に
要
す
る
費
用
に
つ
い
て
令
附
則
第

1
2
条
第

2
1
項
第

２
号
に
規
定
す
る
補
助
を
受
け
て
い
る
旨
を
証
す
る
書
類
を
添
付
し
た
申
請
書
を

市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
納
税
義
務
者
の
住
所
及
び
氏
名
又
は
名
称

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
 
 

(2
)
・

(3
)
 
（
略
）

 

５
 
法
附
則
第
15
条
の
８
第
５
項
の
家
屋
に
つ
い
て
、
同
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け

よ
う
と
す
る
者
は
、
当
該
年
度
の
初
日
の
属
す
る
年
の
１
月

3
1日

ま
で
に
次
に
掲

げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
を
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 
(1
)
 
納
税
義
務
者
の
住
所
及
び
氏
名
又
は
名
称

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
 

 
 
 

(2
)
・

(3
)
 
（
略
）

 

６
 
法
附
則
第
15
条
の
９
第
１
項
の
耐
震
基
準
適
合
住
宅
に
つ
い
て
、
同
項
の
規
定

の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
当
該
耐
震
基
準
適
合
住
宅
に
係
る
耐
震
改
修

が
完
了
し
た
日
か
ら
３
月
以
内
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
に
当

該
耐
震
改
修
に
要
し
た
費
用
を
証
す
る
書
類
及
び
当
該
耐
震
改
修
後
の
家
屋
が
令

附
則
第
12
条
第
25
項
に
規
定
す
る
基
準
を
満
た
す
こ
と
を
証
す
る
書
類
を
添
付
し

て
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
納
税
義
務
者
の
住
所
及
び
氏
名
又
は
名
称

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
 

 
 
 

(2
)
～

(6
)
 
（
略
）

 

７
 
法
附
則
第
15
条
の
９
第
４
項
の
高
齢
者
等
居
住
改
修
住
宅
又
は
同
条
第
５
項
の
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高
齢
者
等
居
住
改
修
専
有
部
分
に
つ
い
て
、
こ
れ
ら
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う

と
す
る
者
は
、
同
条
第
４
項
に
規
定
す
る
居
住
安
全
改
修
工
事
が
完
了
し
た
日
か

ら
３
月
以
内
に
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
に
施
行
規
則
附
則
第
７
条

第
８
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
納
税
義
務
者
の
住
所
、
氏
名
又
は
名
称
及
び
個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
（
個

人
番
号
又
は
法
人
番
号
を
有
し
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
住
所
及
び
氏
名
又
は
名

称
）

 

(2
)
～
(7
) 

（
略
）

 

８
 
法
附
則
第

15
条
の
９
第
９
項
の
熱
損
失
防
止
改
修
住
宅
又
は
同
条
第

10
項
の
熱

損
失
防
止
改
修
専
有
部
分
に
つ
い
て
、
こ
れ
ら
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す

る
者
は
、
同
条
第
９
項
に
規
定
す
る
熱
損
失
防
止
改
修
工
事
が
完
了
し
た
日
か
ら

３
月
以
内
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
に
施
行
規
則
附
則
第
７
条

第
９
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
納
税
義
務
者
の
住
所
、
氏
名
又
は
名
称
及
び
個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
（
個

人
番
号
又
は
法
人
番
号
を
有
し
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
住
所
及
び
氏
名
又
は
名

称
）

 

(2
)
～
(6
) 

（
略
）

 

９
 
法
附
則
第

15
条
の

10
第
１
項
の
耐
震
基
準
適
合
家
屋
に
つ
い
て
、
同
項
の
規
定

の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
当
該
耐
震
基
準
適
合
家
屋
に
係
る
耐
震
改
修

が
完
了
し
た
日
か
ら
３
月
以
内
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
に
施

行
規
則
附
則
第
７
条
第

11
項
に
規
定
す
る
補
助
に
係
る
補
助
金
確
定
通
知
書
の
写

し
、
建
築
物
の
耐
震
改
修
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
７
年
法
律
第

12
3
号
）
第

７
条
又
は
附
則
第
３
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
の
写
し
及
び
当
該
耐
震
改
修

後
の
家
屋
が
令
附
則
第

12
条
第

24
項
に
規
定
す
る
基
準
を
満
た
す
こ
と
を
証
す
る

書
類
を
添
付
し
て
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
納
税
義
務
者
の
住
所
、
氏
名
又
は
名
称
及
び
個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
（
個

人
番
号
又
は
法
人
番
号
を
有
し
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
住
所
及
び
氏
名
又
は
名

称
）

 

 
(2
)
～
(6
) 

（
略
）

 

（
土
地
に
対
し
て
課
す
る
平
成

27
年
度
か
ら
平
成

29
年
度
ま
で
の
各
年
度
分
の
固
 

高
齢
者
等
居
住
改
修
専
有
部
分
に
つ
い
て
、
こ
れ
ら
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う

と
す
る
者
は
、
同
条
第
４
項
に
規
定
す
る
居
住
安
全
改
修
工
事
が
完
了
し
た
日
か

ら
３
月
以
内
に
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
に
施
行
規
則
附
則
第
７
条

第
８
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
納
税
義
務
者
の
住
所
及
び
氏
名
又
は
名
称

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
 

 
 
 

(2
)
～

(7
)
 
（
略
）

 

８
 
法
附
則
第

15
条
の
９
第
９
項
の
熱
損
失
防
止
改
修
住
宅
又
は
同
条
第

1
0
項
の
熱

損
失
防
止
改
修
専
有
部
分
に
つ
い
て
、
こ
れ
ら
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す

る
者
は
、
同
条
第
９
項
に
規
定
す
る
熱
損
失
防
止
改
修
工
事
が
完
了
し
た
日
か
ら

３
月
以
内
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
に
施
行
規
則
附
則
第
７
条

第
９
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 

 納
税
義
務
者
の
住
所
及
び
氏
名
又
は
名
称

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
 

 
 
 

(2
)
～

(6
)
 
（
略
）

 

９
 
法
附
則
第

15
条
の

1
0
第
１
項
の
耐
震
基
準
適
合
家
屋
に
つ
い
て
、
同
項
の
規
定

の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
当
該
耐
震
基
準
適
合
家
屋
に
係
る
耐
震
改
修

が
完
了
し
た
日
か
ら
３
月
以
内
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
に
施

行
規
則
附
則
第
７
条
第

1
1
項
に
規
定
す
る
補
助
に
係
る
補
助
金
確
定
通
知
書
の
写

し
、
建
築
物
の
耐
震
改
修
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
７
年
法
律
第

1
2
3号

）
第

７
条
又
は
附
則
第
３
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
の
写
し
及
び
当
該
耐
震
改
修

後
の
家
屋
が
令
附
則
第

1
2
条
第

2
4
項
に
規
定
す
る
基
準
を
満
た
す
こ
と
を
証
す
る

書
類
を
添
付
し
て
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
納
税
義
務
者
の
住
所
及
び
氏
名
又
は
名
称

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
 

 
 
 

(2
)
～

(6
)
 
（
略
）

 

（
土
地
に
対
し
て
課
す
る
平
成
2
4
年
度
か
ら
平
成

26
年
度
ま
で
の
各
年
度
分
の
固
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定
資
産
税
の
特
例
に
関
す
る
用
語
の
意
義
）

 

第
11
条

 
（
略
）
 

（
平
成

28
年
度
又
は
平
成

29
年
度
に
お
け
る
土
地
の
価
格
の
特
例
）

 

第
11
条
の
２

 
市
の
区
域
内
の
自
然
的
及
び
社
会
的
条
件
か
ら
み
て
類
似
の
利
用
価

値
を
有
す
る
と
認
め
ら
れ
る
地
域
に
お
い
て
地
価
が
下
落
し
、
か
つ
、
市
長
が
土

地
の
修
正
前
の
価
格
（
法
附
則
第

17
条
の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
修
正
前
の
価
格

を
い
う
。
）
を
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
と
す
る
こ
と
が
固
定
資

産
税
の
課
税
上
著
し
く
均
衡
を
失
す
る
と
認
め
る
場
合
に
お
け
る
当
該
土
地
に
対

し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
は
、
第

61
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
平

成
28
年
度
分
又
は
平
成

29
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
限
り
、
当
該
土
地
の
修
正
価

格
（
法
附
則
第

17
条
の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
修
正
価
格
を
い
う
。
）
で
土
地
課

税
台
帳
等
に
登
録
さ
れ
た
も
の
と
す
る
。

 

２
 
法
附
則
第

17
条
の
２
第
２
項
に
規
定
す
る
平
成

28
年
度
適
用
土
地
又
は
平
成

28

年
度
類
似
適
用
土
地
で
あ
っ
て
、
平
成

29
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
前
項

の
規
定
の
適
用
を
受
け
な
い
こ
と
と
な
る
も
の
に
対
し
て
課
す
る
同
年
度
分
の
固

定
資
産
税
の
課
税
標
準
は
、
第

61
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
修
正
さ
れ
た
価
格

（
法
附
則
第

17
条
の
２
第
２
項
に
規
定
す
る
修
正
さ
れ
た
価
格
を
い
う
。
）
で
土

地
課
税
台
帳
等
に
登
録
さ
れ
た
も
の
と
す
る
。

 

（
宅
地
等
に
対
し
て
課
す
る
平
成

27
年
度
か
ら
平
成

29
年
度
ま
で
の
各
年
度
分
の

固
定
資
産
税
の
特
例
）

 

第
1
2
条

 
宅
地
等
に
係
る
平
成

2
7
年
度
か
ら
平
成

2
9
年
度
ま
で
の
各
年
度
分
の
固
定

資
産
税
の
額
は
、
当
該
宅
地
等
に
係
る
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
額
が
、
当
該

宅
地
等
の
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
係
る
前
年
度
分
の
固
定
資
産
税
の
課
税

標
準
額
に
、
当
該
宅
地
等
に
係
る
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
と
な

る
べ
き
価
格
（
当
該
宅
地
等
が
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
法
第

34
9
条

の
３
の
２
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
宅
地
等
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
価
格
に
同
条

に
定
め
る
率
を
乗
じ
て
得
た
額
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に

10
0
分
の
５

を
乗
じ
て
得
た
額
を
加
算
し
た
額
（
当
該
宅
地
等
が
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税

に
つ
い
て
法
第

3
4
9
条
の
３
又
は
法
附
則
第

1
5
条
か
ら
第

1
5
条
の
３
ま
で
の
規
定

の
適
用
を
受
け
る
宅
地
等
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
額
に
こ
れ
ら
の
規
定
に
定
め
る

 

定
資
産
税
の
特
例
に
関
す
る
用
語
の
意
義
）

 

第
11
条
 
（
略
）
 

（
平
成
25
年
度
又
は
平
成

26
年
度
に
お
け
る
土
地
の
価
格
の
特
例
）

 

第
11
条
の
２

 
市
の
区
域
内
の
自
然
的
及
び
社
会
的
条
件
か
ら
み
て
類
似
の
利
用
価

値
を
有
す
る
と
認
め
ら
れ
る
地
域
に
お
い
て
地
価
が
下
落
し
、
か
つ
、
市
長
が
土

地
の
修
正
前
の
価
格
（
法
附
則
第

1
7
条
の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
修
正
前
の
価
格

を
い
う
。
）
を
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
と
す
る
こ
と
が
固
定
資

産
税
の
課
税
上
著
し
く
均
衡
を
失
す
る
と
認
め
る
場
合
に
お
け
る
当
該
土
地
に
対

し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
は
、
第

6
1
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
平

成
25
年
度
分
又
は
平
成

2
6
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
限
り
、
当
該
土
地
の
修
正
価

格
（
法
附
則
第

17
条
の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
修
正
価
格
を
い
う
。
）
で
土
地
課

税
台
帳
等
に
登
録
さ
れ
た
も
の
と
す
る
。

 

２
 
法
附
則
第

17
条
の
２
第
２
項
に
規
定
す
る
平
成

25
年
度
適
用
土
地
又
は
平
成

25

年
度
類
似
適
用
土
地
で
あ
っ
て
、
平
成

2
6
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
前
項

の
規
定
の
適
用
を
受
け
な
い
こ
と
と
な
る
も
の
に
対
し
て
課
す
る
同
年
度
分
の
固

定
資
産
税
の
課
税
標
準
は
、
第

6
1
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
修
正
さ
れ
た
価
格

（
法
附
則
第

17
条
の
２
第
２
項
に
規
定
す
る
修
正
さ
れ
た
価
格
を
い
う
。
）
で
土

地
課
税
台
帳
等
に
登
録
さ
れ
た
も
の
と
す
る
。

 

（
宅
地
等
に
対
し
て
課
す
る
平
成

24
年
度
か
ら
平
成

2
6
年
度
ま
で
の
各
年
度
分
の

固
定
資
産
税
の
特
例
）
 

第
1
2
条

 
宅
地
等
に
係
る
平
成

2
4
年
度
か
ら
平
成

2
6
年
度
ま
で
の
各
年
度
分
の
固
定

資
産
税
の
額
は
、
当
該
宅
地
等
に
係
る
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
額
が
、
当
該

宅
地
等
の
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
係
る
前
年
度
分
の
固
定
資
産
税
の
課
税

標
準
額
に
、
当
該
宅
地
等
に
係
る
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
と
な

る
べ
き
価
格
（
当
該
宅
地
等
が
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
法
第

3
4
9条

の
３
の
２
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
宅
地
等
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
価
格
に
同
条

に
定
め
る
率
を
乗
じ
て
得
た
額
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に

1
0
0分

の
５

を
乗
じ
て
得
た
額
を
加
算
し
た
額
（
当
該
宅
地
等
が
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税

に
つ
い
て
法
第

3
4
9
条
の
３
又
は
法
附
則
第

1
5
条
か
ら
第

1
5
条
の
３
ま
で
の
規
定

の
適
用
を
受
け
る
宅
地
等
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
額
に
こ
れ
ら
の
規
定
に
定
め
る
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率
を
乗
じ
て
得
た
額
）
を
当
該
宅
地
等
に
係
る
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
の
課

税
標
準
と
な
る
べ
き
額
と
し
た
場
合
に
お
け
る
固
定
資
産
税
額
（
以
下
「
宅
地
等

調
整
固
定
資
産
税
額
」
と
い
う
。
）
を
超
え
る
場
合
に
は
、
当
該
宅
地
等
調
整
固

定
資
産
税
額
と
す
る
。

 

２
 
前
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
商
業
地
等
に
係
る
平
成

27
年
度
か
ら
平
成

29
年

度
ま
で
の
各
年
度
分
の
宅
地
等
調
整
固
定
資
産
税
額
は
、
当
該
宅
地
等
調
整
固
定

資
産
税
額
が
、
当
該
商
業
地
等
に
係
る
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準

と
な
る
べ
き
価
格
に

10
分
の
６
を
乗
じ
て
得
た
額
（
当
該
商
業
地
等
が
当
該
年
度

分
の
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
法
第

34
9
条
の
３
又
は
法
附
則
第

15
条
か
ら
第

15
条

の
３
ま
で
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
商
業
地
等
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
額
に
こ
れ

ら
の
規
定
に
定
め
る
率
を
乗
じ
て
得
た
額
）
を
当
該
商
業
地
等
に
係
る
当
該
年
度

分
の
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
額
と
し
た
場
合
に
お
け
る
固
定
資
産

税
額
を
超
え
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
固
定
資

産
税
額
と
す
る
。

 

３
 
第
１
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
宅
地
等
に
係
る
平
成

27
年
度
か
ら
平
成

29
年

度
ま
で
の
各
年
度
分
の
宅
地
等
調
整
固
定
資
産
税
額
は
、
当
該
宅
地
等
調
整
固
定

資
産
税
額
が
、
当
該
宅
地
等
に
係
る
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
と

な
る
べ
き
価
格
に

10
分
の
２
を
乗
じ
て
得
た
額
（
当
該
宅
地
等
が
当
該
年
度
分
の

固
定
資
産
税
に
つ
い
て
法
第

34
9
条
の
３
又
は
法
附
則
第

15
条
か
ら
第

15
条
の
３

ま
で
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
宅
地
等
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
額
に
こ
れ
ら
の
規

定
に
定
め
る
率
を
乗
じ
て
得
た
額
）
を
当
該
宅
地
等
に
係
る
当
該
年
度
分
の
固
定

資
産
税
の
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
額
と
し
た
場
合
に
お
け
る
固
定
資
産
税
額
に
満

た
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
固
定
資
産
税
額

と
す
る
。

 

４
 
商
業
地
等
の
う
ち
当
該
商
業
地
等
の
当
該
年
度
の
負
担
水
準
が

0
.
6
以
上

0
.
7
以

下
の
も
の
に
係
る
平
成

2
7年

度
か
ら
平
成

2
9
年
度
ま
で
の
各
年
度
分
の
固
定
資
産

税
の
額
は
、
第
１
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
商
業
地
等
の
当
該
年
度
分
の

固
定
資
産
税
に
係
る
前
年
度
分
の
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
額
（
当
該
商
業
地
等

が
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
法
第

3
4
9
条
の
３
又
は
法
附
則
第

1
5
条

か
ら
第

1
5
条
の
３
ま
で
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
商
業
地
等
で
あ
る
と
き
は
、
当

 

率
を
乗
じ
て
得
た
額
）
を
当
該
宅
地
等
に
係
る
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
の
課

税
標
準
と
な
る
べ
き
額
と
し
た
場
合
に
お
け
る
固
定
資
産
税
額
（
以
下
「
宅
地
等

調
整
固
定
資
産
税
額
」
と
い
う
。
）
を
超
え
る
場
合
に
は
、
当
該
宅
地
等
調
整
固

定
資
産
税
額
と
す
る
。
 

２
 
前
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
商
業
地
等
に
係
る
平
成

2
4
年
度
か
ら
平
成

2
6
年

度
ま
で
の
各
年
度
分
の
宅
地
等
調
整
固
定
資
産
税
額
は
、
当
該
宅
地
等
調
整
固
定

資
産
税
額
が
、
当
該
商
業
地
等
に
係
る
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準

と
な
る
べ
き
価
格
に

1
0
分
の
６
を
乗
じ
て
得
た
額
（
当
該
商
業
地
等
が
当
該
年
度

分
の
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
法
第

3
49
条
の
３
又
は
法
附
則
第

15
条
か
ら
第

1
5
条

の
３
ま
で
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
商
業
地
等
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
額
に
こ
れ

ら
の
規
定
に
定
め
る
率
を
乗
じ
て
得
た
額
）
を
当
該
商
業
地
等
に
係
る
当
該
年
度

分
の
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
額
と
し
た
場
合
に
お
け
る
固
定
資
産

税
額
を
超
え
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
固
定
資

産
税
額
と
す
る
。
 

３
 
第
１
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
宅
地
等
に
係
る
平
成

2
4
年
度
か
ら
平
成

2
6
年

度
ま
で
の
各
年
度
分
の
宅
地
等
調
整
固
定
資
産
税
額
は
、
当
該
宅
地
等
調
整
固
定

資
産
税
額
が
、
当
該
宅
地
等
に
係
る
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
と

な
る
べ
き
価
格
に

1
0
分
の
２
を
乗
じ
て
得
た
額
（
当
該
宅
地
等
が
当
該
年
度
分
の

固
定
資
産
税
に
つ
い
て
法
第

3
4
9
条
の
３
又
は
法
附
則
第

1
5
条
か
ら
第

1
5
条
の
３

ま
で
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
宅
地
等
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
額
に
こ
れ
ら
の
規

定
に
定
め
る
率
を
乗
じ
て
得
た
額
）
を
当
該
宅
地
等
に
係
る
当
該
年
度
分
の
固
定

資
産
税
の
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
額
と
し
た
場
合
に
お
け
る
固
定
資
産
税
額
に
満

た
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
固
定
資
産
税
額

と
す
る
。
 

４
 
商
業
地
等
の
う
ち
当
該
商
業
地
等
の
当
該
年
度
の
負
担
水
準
が

0
.
6
以
上

0
.
7
以

下
の
も
の
に
係
る
平
成

2
4
年
度
か
ら
平
成

2
6
年
度
ま
で
の
各
年
度
分
の
固
定
資
産

税
の
額
は
、
第
１
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
商
業
地
等
の
当
該
年
度
分
の

固
定
資
産
税
に
係
る
前
年
度
分
の
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
額
（
当
該
商
業
地
等

が
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
法
第

3
4
9
条
の
３
又
は
法
附
則
第

1
5
条

か
ら
第

1
5
条
の
３
ま
で
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
商
業
地
等
で
あ
る
と
き
は
、
当
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該
課
税
標
準
額
に
こ
れ
ら
の
規
定
に
定
め
る
率
を
乗
じ
て
得
た
額
）
を
当
該
商
業

地
等
に
係
る
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
額
と
し
た
場

合
に
お
け
る
固
定
資
産
税
額
（
以
下
「
商
業
地
等
据
置
固
定
資
産
税
額
」
と
い
う
。
）

と
す
る
。

 

５
 
商
業
地
等
の
う
ち
当
該
商
業
地
等
の
当
該
年
度
の
負
担
水
準
が

0.
7
を
超
え
る

も
の
に
係
る
平
成

27
年
度
か
ら
平
成

29
年
度
ま
で
の
各
年
度
分
の
固
定
資
産
税
の

額
は
、
第
１
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
商
業
地
等
に
係
る
当
該
年
度
分
の

固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
価
格
に

10
分
の
７
を
乗
じ
て
得
た
額
（
当

該
商
業
地
等
が
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
法
第

34
9
条
の
３
又
は
法

附
則
第

15
条
か
ら
第

15
条
の
３
ま
で
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
商
業
地
等
で
あ
る

と
き
は
、
当
該
額
に
こ
れ
ら
の
規
定
に
定
め
る
率
を
乗
じ
て
得
た
額
）
を
当
該
商

業
地
等
に
係
る
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
額
と
し
た

場
合
に
お
け
る
固
定
資
産
税
額
（
以
下
「
商
業
地
等
調
整
固
定
資
産
税
額
」
と
い

う
。
）
と
す
る
。

 

第
12
条
の
２

 
(略

) 

（
農
地
に
対
し
て
課
す
る
平
成

27
年
度
か
ら
平
成

29
年
度
ま
で
の
各
年
度
分
の
固

定
資
産
税
の
特
例
）

 

第
13
条

 
農
地
に
係
る
平
成

27
年
度
か
ら
平
成

29
年
度
ま
で
の
各
年
度
分
の
固
定
資

産
税
の
額
は
、
当
該
農
地
に
係
る
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
額
が
、
当
該
農
地

に
係
る
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
係
る
前
年
度
分
の
固
定
資
産
税
の
課
税
標

準
額
（
当
該
農
地
が
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
法
第

34
9
条
の
３
又
は

法
附
則
第

15
条
か
ら
第

15
条
の
３
ま
で
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
農
地
で
あ
る
と

き
は
、
当
該
課
税
標
準
額
に
こ
れ
ら
の
規
定
に
定
め
る
率
を
乗
じ
て
得
た
額
）
に
、

当
該
農
地
の
当
該
年
度
の
次
の
表
の
左
欄
に
掲
げ
る
負
担
水
準
の
区
分
に
応
じ
、

同
表
の
右
欄
に
掲
げ
る
負
担
調
整
率
を
乗
じ
て
得
た
額
を
当
該
農
地
に
係
る
当
該

年
度
分
の
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
額
と
し
た
場
合
に
お
け
る
固
定

資
産
税
額
（
以
下
「
農
地
調
整
固
定
資
産
税
額
」
と
い
う
。
）
を
超
え
る
場
合
に

は
、
当
該
農
地
調
整
固
定
資
産
税
額
と
す
る
。

 

該
課
税
標
準
額
に
こ
れ
ら
の
規
定
に
定
め
る
率
を
乗
じ
て
得
た
額
）
を
当
該
商
業

地
等
に
係
る
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
額
と
し
た
場

合
に
お
け
る
固
定
資
産
税
額
（
以
下
「
商
業
地
等
据
置
固
定
資
産
税
額
」
と
い
う
。
）

と
す
る
。

 

５
 
商
業
地
等
の
う
ち
当
該
商
業
地
等
の
当
該
年
度
の
負
担
水
準
が

0
.
7
を
超
え
る

も
の
に
係
る
平
成

24
年
度
か
ら
平
成

26
年
度
ま
で
の
各
年
度
分
の
固
定
資
産
税
の

額
は
、
第
１
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
商
業
地
等
に
係
る
当
該
年
度
分
の

固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
価
格
に

10
分
の
７
を
乗
じ
て
得
た
額
（
当

該
商
業
地
等
が
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
法
第

3
4
9
条
の
３
又
は
法

附
則
第

15
条
か
ら
第

1
5条

の
３
ま
で
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
商
業
地
等
で
あ
る

と
き
は
、
当
該
額
に
こ
れ
ら
の
規
定
に
定
め
る
率
を
乗
じ
て
得
た
額
）
を
当
該
商

業
地
等
に
係
る
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
額
と
し
た

場
合
に
お
け
る
固
定
資
産
税
額
（
以
下
「
商
業
地
等
調
整
固
定
資
産
税
額
」
と
い

う
。
）
と
す
る
。
 

第
12
条
の
２

 
(
略
) 

（
農
地
に
対
し
て
課
す
る
平
成

2
4
年
度
か
ら
平
成

2
6
年
度
ま
で
の
各
年
度
分
の
固

定
資
産
税
の
特
例
）

 

第
13
条

 
農
地
に
係
る
平
成
2
4
年
度
か
ら
平
成

26
年
度
ま
で
の
各
年
度
分
の
固
定
資

産
税
の
額
は
、
当
該
農
地
に
係
る
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
額
が
、
当
該
農
地

に
係
る
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
係
る
前
年
度
分
の
固
定
資
産
税
の
課
税
標

準
額
（
当
該
農
地
が
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
法
第

3
4
9条

の
３
又
は

法
附
則
第

15
条
か
ら
第

1
5条

の
３
ま
で
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
農
地
で
あ
る
と

き
は
、
当
該
課
税
標
準
額
に
こ
れ
ら
の
規
定
に
定
め
る
率
を
乗
じ
て
得
た
額
）
に
、

当
該
農
地
の
当
該
年
度
の
次
の
表
の
左
欄
に
掲
げ
る
負
担
水
準
の
区
分
に
応
じ
、

同
表
の
右
欄
に
掲
げ
る
負
担
調
整
率
を
乗
じ
て
得
た
額
を
当
該
農
地
に
係
る
当
該

年
度
分
の
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
額
と
し
た
場
合
に
お
け
る
固
定

資
産
税
額
（
以
下
「
農
地
調
整
固
定
資
産
税
額
」
と
い
う
。
）
を
超
え
る
場
合
に

は
、
当
該
農
地
調
整
固
定
資
産
税
額
と
す
る
。

 

表
 
（
略
）

 
表

 
（
略
）
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第
13
条
の
２
～
第

14
条
の
２

 
(略

) 

（
特
別
土
地
保
有
税
の
課
税
の
特
例
）

 

第
15
条

 
附
則
第

12
条
第
１
項
か
ら
第
５
項
ま
で
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
宅
地
等

（
附
則
第

11
条
第
２
号
に
掲
げ
る
宅
地
等
を
い
う
も
の
と
し
、
法
第

34
9
条
の
３
、

第
34
9
条
の
３
の
２
又
は
法
附
則
第

1
5
条
か
ら
第

1
5
条
の
３
ま
で
の
規
定
の
適
用

が
あ
る
宅
地
等
を
除
く
。
）
に
対
し
て
課
す
る
平
成

27
年
度
か
ら
平
成

29
年
度
ま

で
の
各
年
度
分
の
特
別
土
地
保
有
税
に
つ
い
て
は
、
第

13
7
条
第
１
号
及
び
第

14
0

条
の
５
中
「
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
価
格
」
と
あ

る
の
は
、
「
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
係
る
附
則
第

12
条
第
１
項
か
ら
第
５

項
ま
で
に
規
定
す
る
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
額
」
と
す
る
。

 

２
 
法
附
則
第

11
条
の
５
第
１
項
に
規
定
す
る
宅
地
評
価
土
地
の
取
得
の
う
ち
平
成

18
年
１
月
１
日
か
ら
平
成

30
年
３
月

31
日
ま
で
の
間
に
さ
れ
た
も
の
に
対
し
て
課

す
る
特
別
土
地
保
有
税
に
つ
い
て
は
、
第

13
7
条
第
２
号
中
「
不
動
産
取
得
税
の
課

税
標
準
と
な
る
べ
き
価
格
」
と
あ
る
の
は
「
不
動
産
取
得
税
の
課
税
標
準
と
な
る

べ
き
価
格
（
法
附
則
第

11
条
の
５
第
１
項
の
規
定
の
適
用
が
な
い
も
の
と
し
た
場

合
に
お
け
る
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
価
格
を
い
う
。
）
に
２
分
の
１
を
乗
じ
て
得

た
額
」
と
し
、
「
令
第

54
条
の

38
第
１
項
に
規
定
す
る
価
格
」
と
あ
る
の
は
「
令

第
54
条
の

38
第
１
項
に
規
定
す
る
価
格
（
法
附
則
第

11
条
の
５
第
１
項
の
規
定
の

適
用
が
な
い
も
の
と
し
た
場
合
に
お
け
る
価
格
を
い
う
。
）
に
２
分
の
１
を
乗
じ

て
得
た
額
」
と
す
る
。

 

３
～
５

 
（
略
）

 

（
軽
自
動
車
税
の
税
率
の
特
例
）

 

第
16
条

 
法
附
則
第
30
条
第
１
項
第
１
号
及
び
第
２
号
に
規
定
す
る
３
輪
以
上
の
軽

自
動
車
に
対
す
る
第

82
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
該
軽
自
動
車
が
平
成

27
年
４
月
１
日
か
ら
平
成

28
年
３
月

31
日
ま
で
の
間
に
初
め
て
道
路
運
送
車
両
法

第
60
条
第
１
項
後
段
の
規
定
に
よ
る
車
両
番
号
の
指
定
（
次
項
及
び
第
３
項
に
お

い
て
「
初
回
車
両
番
号
指
定
」
と
い
う
。
）
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、
平
成

28

年
度
分
の
軽
自
動
車
税
に
限
り
、
次
の
表
の
左
欄
に
掲
げ
る
規
定
中
同
表
の
中
欄

に
掲
げ
る
字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
右
欄
に
掲
げ
る
字
句
と
す
る
。

 

第
13
条
の
２
～
第
14
条
の
２

 
(
略
)
 

（
特
別
土
地
保
有
税
の
課
税
の
特
例
）

 

第
15
条

 
附
則
第

12
条
第
１
項
か
ら
第
５
項
ま
で
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
宅
地
等

（
附
則
第

11
条
第
２
号
に
掲
げ
る
宅
地
等
を
い
う
も
の
と
し
、
法
第

3
4
9条

の
３
、

第
34
9
条
の
３
の
２
又
は
法
附
則
第

1
5
条
か
ら
第

1
5
条
の
３
ま
で
の
規
定
の
適
用

が
あ
る
宅
地
等
を
除
く
。
）
に
対
し
て
課
す
る
平
成

2
4
年
度
か
ら
平
成

2
6
年
度
ま

で
の
各
年
度
分
の
特
別
土
地
保
有
税
に
つ
い
て
は
、
第

1
37
条
第
１
号
及
び
第

1
4
0

条
の
５
中
「
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
価
格
」
と
あ

る
の
は
、
「
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
係
る
附
則
第

1
2
条
第
１
項
か
ら
第
５

項
ま
で
に
規
定
す
る
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
額
」
と
す
る
。

 

２
 
法
附
則
第

11
条
の
５
第
１
項
に
規
定
す
る
宅
地
評
価
土
地
の
取
得
の
う
ち
平
成

18
年
１
月
１
日
か
ら
平
成

2
7
年
３
月

3
1
日
ま
で
の
間
に
さ
れ
た
も
の
に
対
し
て
課

す
る
特
別
土
地
保
有
税
に
つ
い
て
は
、
第

1
3
7
条
第
２
号
中
「
不
動
産
取
得
税
の
課

税
標
準
と
な
る
べ
き
価
格
」
と
あ
る
の
は
「
不
動
産
取
得
税
の
課
税
標
準
と
な
る

べ
き
価
格
（
法
附
則
第

1
1
条
の
５
第
１
項
の
規
定
の
適
用
が
な
い
も
の
と
し
た
場

合
に
お
け
る
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
価
格
を
い
う
。
）
に
２
分
の
１
を
乗
じ
て
得

た
額
」
と
し
、
「
令
第

5
4
条
の

3
8
第
１
項
に
規
定
す
る
価
格
」
と
あ
る
の
は
「
令

第
54
条
の

38
第
１
項
に
規
定
す
る
価
格
（
法
附
則
第

1
1
条
の
５
第
１
項
の
規
定
の

適
用
が
な
い
も
の
と
し
た
場
合
に
お
け
る
価
格
を
い
う
。
）
に
２
分
の
１
を
乗
じ

て
得
た
額
」
と
す
る
。

 

３
～
５

 
（
略
）
 

 第
16
条

 
削
除
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第
82
条
第
２
号
ア

 
3,
90
0
円

 
1,
00
0
円
 

6,
90
0
円

 
1,
80
0
円
 

10
,8
00
円

 
2,
70
0
円
 

3,
80
0
円

 
1,
00
0
円
 

5,
00
0
円

 
1,
30
0
円
 

２
 
法
附
則
第

30
条
第
２
項
第
１
号
及
び
第
２
号
に
規
定
す
る
３
輪
以
上
の
軽
自
動

車
（
ガ
ソ
リ
ン
を
内
燃
機
関
の
燃
料
と
し
て
用
い
る
も
の
に
限
る
。
次
項
に
お
い

て
同
じ
。
）
に
対
す
る
第

82
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
該
軽
自
動
車
が

平
成

27
年
４
月
１
日
か
ら
平
成

28
年
３
月

31
日
ま
で
の
間
に
初
回
車
両
番
号
指
定

を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、
平
成

28
年
度
分
の
軽
自
動
車
税
に
限
り
、
次
の
表
の

左
欄
に
掲
げ
る
規
定
中
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
右
欄

に
掲
げ
る
字
句
と
す
る
。

 

第
82
条
第
２
号
ア

 
3,
90
0
円

 
2,
00
0
円
 

6,
90
0
円

 
3,
50
0
円
 

10
,8
00
円

 
5,
40
0
円
 

3,
80
0
円

 
1,
90
0
円
 

5,
00
0
円

 
2,
50
0
円
 

３
 
法
附
則
第

30
条
第
３
項
第
１
号
及
び
第
２
号
に
規
定
す
る
３
輪
以
上
の
軽
自
動

車
（
前
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
も
の
を
除
く
。
）
に
対
す
る
第

82
条
の
規
定

の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
該
軽
自
動
車
が
平
成

27
年
４
月
１
日
か
ら
平
成
28
年
３

月
31
日
ま
で
の
間
に
初
回
車
両
番
号
指
定
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、
平
成

28
年

度
分
の
軽
自
動
車
税
に
限
り
、
次
の
表
の
左
欄
に
掲
げ
る
規
定
中
同
表
の
中
欄
に

掲
げ
る
字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
右
欄
に
掲
げ
る
字
句
と
す
る
。

 

第
82
条
第
２
号
ア

 
3,
90
0
円

 
3,
00
0
円
 

6,
90
0
円

 
5,
20
0
円
 

10
,8
00
円

 
8,
10
0
円
 

3,
80
0
円

 
2,
90
0
円
 

5,
00
0
円

 
3,
80
0
円
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 第
16
条
の
２

 
削
除

 

           第
16
条
の
３
～
第

21
条
の
２

 
(略

) 

（
東
日
本
大
震
災
に
係
る
固
定
資
産
税
の
特
例
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
が

す
べ
き
申
告
等
）

 

第
22
条

 
法
附
則
第

56
条
第
１
項
（
同
条
第
２
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
及
び
同

条
第
６
項
（
同
条
第
７
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り

読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
同
条
第
１
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合

を
含
む
。
）
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
当
該
年
度
の
初
日
の
属

す
る
年
の
１
月

31
日
ま
で
に
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
を
市
長
に
提

出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
納
税
義
務
者
の
住
所
、
氏
名
又
は
名
称
及
び
個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
（
個

人
番
号
又
は
法
人
番
号
を
有
し
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
住
所
及
び
氏
名
又
は
名

称
）
並
び
に
当
該
納
税
義
務
者
が
令
附
則
第

33
条
第
１
項
第
３
号
か
ら
第
５
号

ま
で
又
は
第
３
項
第
３
号
か
ら
第
５
号
ま
で
に
掲
げ
る
者
で
あ
る
場
合
に
あ
っ

て
は
、
同
条
第
１
項
第
１
号
若
し
く
は
第
２
号
又
は
第
３
項
第
１
号
若
し
く
は

第
２
号
に
掲
げ
る
者
と
の
関
係

 

(2
)
～
(4
) 

（
略
）

 

２
 
（
略
）

 

 
（
た
ば
こ
税
の
税
率
の
特
例
）

 

第
16
条
の
２
 
た
ば
こ
事
業
法
附
則
第
２
条
の
規
定
に
よ
る
廃
止
前
の
製
造
た
ば
こ

定
価
法
（
昭
和

40
年
法
律
第

1
2
2号

）
第
１
条
第
１
項
に
規
定
す
る
紙
巻
た
ば
こ
３

級
品
の
当
該
廃
止
の
時
に
お
け
る
品
目
と
同
一
で
あ
る
喫
煙
用
の
紙
巻
た
ば
こ
に

係
る
た
ば
こ
税
の
税
率
は
、
第

9
5条

の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
分
の
間
、
1
,
0
0
0

本
に
つ
き
2,
49
5
円
と
す
る
。

 

２
 
前
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
第

9
8条

第
１
項
か
ら
第
４
項
ま
で

の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
１
項
中
「
第

3
4号

の
２
様
式
」
と
あ
る
の

は
「
第

48
号
の
５
様
式
」
と
、
同
条
第
２
項
中
「
第

3
4号

の
２
の
２
様
式
」
と
あ

る
の
は
「
第
48
号
の
６
様
式
」
と
、
同
条
第
３
項
中
「
第

3
4号

の
２
の
６
様
式
」

と
あ
る
の
は
「
第
4
8号

の
９
様
式
」
と
、
同
条
第
４
項
中
「
第

3
4
号
の
２
様
式
又

は
第

34
号
の
２
の
２
様
式
」
と
あ
る
の
は
「
第

4
8
号
の
５
様
式
又
は
第

4
8
号
の
６

様
式
」
と
す
る
。
 

第
16
条
の
３
～
第
21
条
の
２

 
(
略
)
 

 
（
東
日
本
大
震
災
に
係
る
固
定
資
産
税
の
特
例
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
が

す
べ
き
申
告
等
）
 

第
22
条

 
法
附
則
第

5
6
条
第
１
項
（
同
条
第
２
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
及
び
同

条
第
６
項
（
同
条
第
７
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り

読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
同
条
第
１
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合

を
含
む
。
）
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
当
該
年
度
の
初
日
の
属

す
る
年
の
１
月

3
1日

ま
で
に
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
を
市
長
に
提

出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
納
税
義
務
者
の
住
所
及
び
氏
名
又
は
名
称

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
 

 

  
  
  
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
並
び
に
当
該
納
税
義
務
者
が
令
附
則
第

3
3
条
第
１
項
第
３
号
か
ら
第
５
号

ま
で
又
は
第
３
項
第
３
号
か
ら
第
５
号
ま
で
に
掲
げ
る
者
で
あ
る
場
合
に
あ
っ

て
は
、
同
条
第
１
項
第
１
号
若
し
く
は
第
２
号
又
は
第
３
項
第
１
号
若
し
く
は

第
２
号
に
掲
げ
る
者
と
の
関
係

 

(2
)
～

(4
)
 
（
略
）
 

２
 
（
略
）
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３
 
法
附
則
第

56
条
第
４
項
に
規
定
す
る
特
定
被
災
共
用
土
地
（
以
下
こ
の
項
に
お

い
て
「
特
定
被
災
共
用
土
地
」
と
い
う
。
）
に
係
る
固
定
資
産
税
額
の
あ
ん
分
の

申
出
は
、
同
項
に
規
定
す
る
特
定
被
災
共
用
土
地
納
税
義
務
者
（
以
下
こ
の
項
に

お
い
て
「
特
定
被
災
共
用
土
地
納
税
義
務
者
」
と
い
う
。
）
の
代
表
者
が
毎
年
１

月
31
日
ま
で
に
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
を
市
長
に
提
出
し

て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
代
表
者
の
住
所
、
氏
名
又
は
名
称
及
び
個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
（
個
人
番

号
又
は
法
人
番
号
を
有
し
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
住
所
及
び
氏
名
）

 

(2
)
～
(5
) 

（
略
）

 

４
 
（
略
）

 

第
23
条

 
(略

) 

３
 
法
附
則
第

56
条
第
４
項
に
規
定
す
る
特
定
被
災
共
用
土
地
（
以
下
こ
の
項
に
お

い
て
「
特
定
被
災
共
用
土
地
」
と
い
う
。
）
に
係
る
固
定
資
産
税
額
の
あ
ん
分
の

申
出
は
、
同
項
に
規
定
す
る
特
定
被
災
共
用
土
地
納
税
義
務
者
（
以
下
こ
の
項
に

お
い
て
「
特
定
被
災
共
用
土
地
納
税
義
務
者
」
と
い
う
。
）
の
代
表
者
が
毎
年
１

月
31
日
ま
で
に
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
を
市
長
に
提
出
し

て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
代
表
者
の
住
所
及
び
氏
名

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2
)
～

(5
)
 
（
略
）
 

４
 
（
略
）
 

第
23
条

 
(略

) 
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 第
２
条
関
係
（
登
米
市
税
条
例
及
び
登
米
市
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
の
一
部
改
正
）

 

改
 
正

 
案

 
現
 
 
 
行
 

（
登
米
市
税
条
例
の
一
部
改
正
）

 

第
１
条

 
登
米
市
税
条
例
（
平
成
17
年
登
米
市
条
例
第

65
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に

改
正
す
る
。

 

（
中
略
）

 

附
則
第

16
条
第
３
項
中
「
附
則
第

30
条
第
３
項
第
１
号
」
を
「
附
則
第

30
条

第
５
項
第
１
号
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
４
項
と
し
、
同
条
第
２
項
中
「
附
則
第

30
条
第
２
項
第
１
号
」
を
「
附
則
第

30
条
第
４
項
第
１
号
」
に
改
め
、
同
項
を
同

条
第
３
項
と
し
、
同
条
第
１
項
中
「
附
則
第

30
条
第
１
項
第
１
号
」
を
「
附
則
第

30
条
第
３
項
第
１
号
」
に
、
「
初
め
て
道
路
運
送
車
両
法
第

60
条
第
１
項
後
段
の

規
定
に
よ
る
車
両
番
号
の
指
定
（
次
項
及
び
第
３
項
に
お
い
て
「
初
回
車
両
番
号
指

定
」
と
い
う
。
）
」
を
「
初
回
車
両
番
号
指
定
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
２
項
と

し
、
同
条
に
第
１
項
と
し
て
次
の
１
項
を
加
え
る
。

 

法
附
則
第

30
条
第
１
項
に
規
定
す
る
３
輪
以
上
の
軽
自
動
車
に
対
す
る
当
該

軽
自
動
車
が
初
め
て
道
路
運
送
車
両
法
第

60
条
第
１
項
後
段
の
規
定
に
よ
る
車

両
番
号
の
指
定
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
初
回
車
両
番
号
指
定
」
と
い
う
。
）

を
受
け
た
月
か
ら
起
算
し
て

14
年
を
経
過
し
た
月
の
属
す
る
年
度
以
後
の
年
度

分
の
軽
自
動
車
税
に
係
る
第

82
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
次

の
表
の
左
欄
に
掲
げ
る
規
定
中
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表

の
右
欄
に
掲
げ
る
字
句
と
す
る

 

第
82
条
第
２
号
ア

 
3,
90
0
円
 

4,
60
0
円

 

6,
90
0
円
 

8,
20
0
円

 

10
,8
00
円
 

12
,9
00
円

 

3,
80
0
円
 

4,
50
0
円

 

5,
00
0
円
 

6,
00
0
円

 

（
後
略
）

 

（
登
米
市
税
条
例
の
一
部
改
正
）

 

第
１
条

 
登
米
市
税
条
例
（
平
成

1
7年

登
米
市
条
例
第

6
5
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に

改
正
す
る
。

 

（
中
略
）

 

附
則
第
16
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

 

（
軽
自
動
車
税
の
税
率
の
特
例
）

 

第
16
条

 
法
附
則
第

3
0
条
第
１
項
に
規
定
す
る
３
輪
以
上
の
軽
自
動
車
に
対
す
る

当
該
軽
自
動
車
が
初
め
て
道
路
運
送
車
両
法
第

60
条
第
１
項
後
段
の
規
定
に
よ

る
車
両
番
号
の
指
定
を
受
け
た
月
か
ら
起
算
し
て

1
4
年
を
経
過
し
た
月
の
属
す

る
年
度
以
後
の
年
度
分
の
軽
自
動
車
税
に
係
る
第

8
2
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い

て
は
、
当
分
の
間
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
中
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
字

句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
字
句
と
す
る
。

 

第
8
2条

第
２
号
イ

 

5,
00
0
円

 
3
,
8
0
0円

 
1
0
,
8
0
0
円

 
6
,
9
0
0円

 
3
,
9
0
0円

 

6,
00
0
円

 
4
,
5
0
0円

 
1
2
,
9
0
0
円

 
8
,
2
0
0円

 
4
,
6
0
0円

 

          
（
後
略
）
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附
 
則

 

（
施
行
期
日
）

 

第
１
条

 
こ
の
条
例
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る

規
定
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

 

 
(1
)・

(2
) 

(略
) 

(3
) 

第
１
条
中
登
米
市
税
条
例
第

82
条
第
２
号
ア
の
改
正
規
定
（
「

2,
40
0
円
」

を
「

3,
60
0
円
」
に
改
め
る
部
分
を
除
く
。
）
並
び
に
附
則
第
４
条
第
１
項
及
び

第
６
条
（
第
１
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
登
米
市
税
条
例
（
以
下
「
新
条
例
」

と
い
う
。
）
附
則
第

16
条
に
係
る
部
分
を
除
く
。
）
の
規
定

 
平
成

27
年
４
月

１
日

 

(4
) 

第
１
条
中
登
米
市
税
条
例
第
23
条
、
第

48
条
、
第
52
条
第
１
項
及
び
第

82
条

第
１
号
の
改
正
規
定
、
同
条
第
２
号
ア
の
改
正
規
定
（
「
2,
40
0
円
」
を
「

3,
60
0

円
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
並
び
に
同
号
イ
及
び
同
条
第
３
号
の
改
正
規
定

並
び
に
附
則
第

16
条
の
改
正
規
定
並
び
に
次
条
第
６
項
、
附
則
第
４
条
第
２
項
、

第
５
条
及
び
第
６
条
（
新
条
例
附
則
第

16
条
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
 

平
成
28
年
４
月
１
日

 

(5
)・

(6
) 

(略
) 

第
２
条
・
第
３
条

 
(略

) 

（
軽
自
動
車
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

 

第
４
条

 
新
条
例
第

82
条
第
２
号
ア
（
「

2,
40

0
円
」
を
「

3,
60
0
円
」
に
改
め
る
部

分
を
除
く
。
）
の
規
定
は
、
平
成

27
年
度
以
後
の
年
度
分
の
軽
自
動
車
税
に
つ
い

て
適
用
し
、
平
成

26
年
度
分
ま
で
の
軽
自
動
車
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例

に
よ
る
。

 

２
 
新
条
例
第

82
条
第
１
号
並
び
に
第
２
号
ア
（
「

2,
40
0
円
」
を
「

3,
60
0
円
」
に
改

め
る
部
分
に
限
る
。
）
及
び
イ
並
び
に
第
３
号
の
規
定
は
、
平
成

28
年
度
以
後
の
年

度
分
の
軽
自
動
車
税
に
つ
い
て
適
用
し
、平

成
27
年
度
分
ま
で
の
軽
自
動
車
税
に
つ

い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

 

第
５
条

 
（
略
）

 

第
６
条

 
平
成

2
7
年
３
月

3
1
日
以
前
に
初
め
て
道
路
運
送
車
両
法
第

6
0
条
第
１
項
後

段
の
規
定
に
よ
る
車
両
番
号
の
指
定
を
受
け
た
３
輪
以
上
の
軽
自
動
車
に
対
し
て
 

附
 
則

 

 
（
施
行
期
日
）

 

第
１
条

 
こ
の
条
例
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る

規
定
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

 

(1
)
・

(2
)
 

(略
)
 

(3
)
 
第
１
条
中
登
米
市
税
条
例
第

8
2
条
の
改
正
規
定

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
並
び
に
附
則
第
４
条

 
 

 
及
び

 

第
６
条
（
第
１
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
登
米
市
税
条
例
（
以
下
「
新
条
例
」

と
い
う
。
）
附
則
第

1
6
条
に
係
る
部
分
を
除
く
。
）
の
規
定

 
平
成

2
7
年
４
月

１
日
 

(4
)
 
第
１
条
中
登
米
市
税
条
例
第

2
3
条
、
第

4
8
条
、
第

5
2条

第
１
項
及
び

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

  

 
 

 
附
則
第

1
6条

の
改
正
規
定
並
び
に
次
条
第
６
項
、
附
則
第
５
条

 
 
 

  

 
 

 
及
び
第
６
条
（
新
条
例
附
則
第

1
6
条
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定

 

 
平
成
28
年
４
月
１
日

 

(5
)
・

(6
)
 

(略
)
 

第
２
条
・
第
３
条

 
(略

) 

 
（
軽
自
動
車
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

 

第
４
条

 
新
条
例
第

8
2
条
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
の
規
定
は
、
平
成

2
7
年
度
以
後
の
年
度
分
の
軽
自
動
車
税
に
つ
い

て
適
用
し
、
平
成

2
6
年
度
分
ま
で
の
軽
自
動
車
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例

に
よ
る
。

 

    第
５
条

 
（
略
）
 

第
６
条

 
平
成

2
7
年
３
月

3
1
日
以
前
に
初
め
て
道
路
運
送
車
両
法
第

6
0
条
第
１
項
後

段
の
規
定
に
よ
る
車
両
番
号
の
指
定
を
受
け
た
３
輪
以
上
の
軽
自
動
車
に
対
し
て
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課
す
る
軽
自
動
車
税
に
係
る
新
条
例
第

82
条
及
び
新
条
例
附
則
第

16
条
の
規
定

の
適
用
に
つ
い
て
は
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
中
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る

字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
右
欄
に
掲
げ
る
字
句
と
す
る
。

 

新
条
例
第

82
条
第
２
号

ア
 

3,
90
0
円

 
3,
10
0
円
 

6,
90
0
円

 
5,
50
0
円
 

10
,8
00

円
 

7,
20
0
円
 

3,
80
0
円

 
3,
00
0
円
 

5,
00
0
円

 
4,
00
0
円
 

新
条
例
附
則
第

16
条
第

１
項
の
表
以
外
の
部
分

 

第
82

条
 

登
米

市
税

条
例

及
び

登

米
市

税
条

例
の

一
部

を

改
正

す
る

条
例

の
一

部

を
改
正
す
る
条
例

(
平
成

26
年
登
米
市
条
例
第

28

号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い

て
「
平
成

26
年
改
正
条

例
」
と
い
う
。

)
附
則
第

６
条

の
規

定
に

よ
り

読

み
替

え
て

適
用

さ
れ

る

第
82

条
 

 

新
条
例
附
則
第

16
条
第

１
項
の
表
第

82
条
第
２

号
ア
の
項
 

第
82

条
第
２
号
ア

 
平
成

26
年
改
正
条
例
附

則
第

６
条

の
規

定
に

よ

り
読

み
替

え
て

適
用

さ

れ
る
第

82
条
第
２
号
ア
 

3,
90
0
円

 
3,
10
0
円
 

6,
90
0
円

 
5,
50
0
円
 

10
,8
00

円
 

7,
20
0
円
 

3,
80
0
円

 
3,
00
0
円
 

5,
00
0
円

 
4,
00
0
円
 

 

課
す
る
軽
自
動
車
税
に
係
る
新
条
例
第

8
2
条
及
び
新
条
例
附
則
第

1
6
条
の
規
定

の
適
用
に
つ
い
て
は
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
中
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る

字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
右
欄
に
掲
げ
る
字
句
と
す
る
。

 

新
条
例
第

82
条
第
２
号

イ
 

3
,
9
0
0
円
 

3
,
1
0
0
円
 

6
,
9
0
0円

 
5
,
5
0
0円

 

1
0
,
8
0
0円

 
7
,
2
0
0円

 

3
,
8
0
0円

 
3
,
0
0
0円

 

5
,
0
0
0円

 
4
,
0
0
0円

 

新
条
例
附
則
第

1
6
条
第

 
 

 
 
の
表
以
外
の
部
分

 

第
8
2
条

 
登

米
市

税
条

例
の

一
部

を
改
正
す
る
条
例

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

 
 
 

 
 
 
 
（
平
成

2
6
年
登
米
市
条
例
第

2
8

号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い

て
「
平
成

2
6
年
改
正
条

例
」
と
い
う
。

)
附
則
第

６
条

の
規

定
に

よ
り

読

み
替

え
て

適
用

さ
れ

る

第
8
2
条

 

新
条
例
附
則
第

16
条

 
 

 
 
の
表
第

82
条
第
２

号
イ
の
項
 

第
8
2
条
第
２
号
イ

 
平
成

2
6
年
改
正
条
例
附

則
第

６
条

の
規

定
に

よ

り
読

み
替

え
て

適
用

さ

れ
る
第

8
2
条
第
２
号
イ

 

3
,
9
0
0
円
 

3
,
1
0
0
円
 

6
,
9
0
0
円
 

5
,
5
0
0
円
 

1
0
,
8
0
0
円
 

7
,
2
0
0
円
 

3
,
8
0
0
円
 

3
,
0
0
0
円
 

5
,
0
0
0
円
 

4
,
0
0
0
円
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議
案
第

83
号
関
係

 

登
米
市
過
疎
地
域
自
立
促
進
特
別
措
置
に
係
る
固
定
資
産
税
の
課
税
免
除
に
関
す
る
条
例

 
新
旧
対
照
表

 

改
 
正
 
案

 
現
 
 
 
行

 

第
１
条

 
（
略
）

 
第
１
条

 
（
略
）
 

（
課
税
免
除
の
適
用
）

 

第
２
条

 
平
成
2
9年

３
月

3
1
日
ま
で
の
間
に
租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和

32
年
法
律
第

26
号
）
第

12
条
第
１
項
の
表
の
第
１
号
又
は
第

45
条
第
１
項
の
表
の
第
１
号
の
規

定
の
適
用
を
受
け
る
製
造
の
事
業
、
情
報
通
信
技
術
利
用
事
業
（
法
第

3
0条

に
規

定
す
る
情
報
通
信
技
術
利
用
事
業
を
い
う
。
）
若
し
く
は
旅
館
業
（
下
宿
営
業
を

除
く
。
）
の
用
に
供
す
る
設
備
で
あ
っ
て
、
取
得
価
額
の
合
計
額
が

2,
70
0
万
円
を

超
え
る
家
屋
及
び
償
却
資
産
を
新
設
し
、
又
は
増
設
し
た
場
合
に
お
け
る
当
該
家

屋
及
び
償
却
資
産
並
び
に
当
該
家
屋
の
敷
地
で
あ
る
土
地
（
法
第
２
条
第
２
項
の

規
定
に
よ
る
公
示
の
日
以
後
に
お
い
て
取
得
し
た
も
の
に
限
り
、
か
つ
、
土
地
に

つ
い
て
は
、
そ
の
取
得
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
１
年
以
内
に
当
該
土
地
を
敷

地
と
す
る
当
該
家
屋
の
建
設
の
着
手
が
あ
っ
た
場
合
に
お
け
る
当
該
土
地
に
限

る
。
）
の
所
有
者
に
つ
い
て
は
、
当
該
固
定
資
産
に
対
し
て
新
た
に
固
定
資
産
税

が
課
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
年
度
以
降
３
か
年
度
に
限
り
、
当
該
固
定
資
産
に
対

し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
を
免
除
す
る
も
の
と
す
る
。

 

第
３
条
～
第
５
条

 
（
略
）

 

（
課
税
免
除
の
適
用
）
 

第
２
条

 
平
成
2
7年

３
月

3
1
日
ま
で
の
間
に
租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和

3
2
年
法
律
第

26
号
）
第

12
条
第
１
項
の
表
の
第
１
号
又
は
第

4
5
条
第
１
項
の
表
の
第
１
号
の
規

定
の
適
用
を
受
け
る
製
造
の
事
業
、
情
報
通
信
技
術
利
用
事
業
（
法
第

3
0条

に
規

定
す
る
情
報
通
信
技
術
利
用
事
業
を
い
う
。
）
若
し
く
は
旅
館
業
（
下
宿
営
業
を

除
く
。
）
の
用
に
供
す
る
設
備
で
あ
っ
て
、
取
得
価
額
の
合
計
額
が

2
,
7
0
0万

円
を

超
え
る
家
屋
及
び
償
却
資
産
を
新
設
し
、
又
は
増
設
し
た
場
合
に
お
け
る
当
該
家

屋
及
び
償
却
資
産
並
び
に
当
該
家
屋
の
敷
地
で
あ
る
土
地
（
法
第
２
条
第
２
項
の

規
定
に
よ
る
公
示
の
日
以
後
に
お
い
て
取
得
し
た
も
の
に
限
り
、
か
つ
、
土
地
に

つ
い
て
は
、
そ
の
取
得
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
１
年
以
内
に
当
該
土
地
を
敷

地
と
す
る
当
該
家
屋
の
建
設
の
着
手
が
あ
っ
た
場
合
に
お
け
る
当
該
土
地
に
限

る
。
）
の
所
有
者
に
つ
い
て
は
、
当
該
固
定
資
産
に
対
し
て
新
た
に
固
定
資
産
税

が
課
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
年
度
以
降
３
か
年
度
に
限
り
、
当
該
固
定
資
産
に
対

し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
を
免
除
す
る
も
の
と
す
る
。

 

第
３
条
～
第
５
条

 
（
略
）
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議
案
第

84
号
関
係

 

登
米
市
国
民
健
康
保
険
税
条
例

 
新
旧
対
照
表

 

改
 
正
 
案

 
現
 
 
 
行

 

第
１
条

 
（
略
）

 

（
課
税
額
）

 

第
１
条

 
（
略
）
 

（
課
税
額
）
 

第
２
条

 
（
略
）
 

２
 
前
項
の
基
礎
課
税
額
は
、
世
帯
主
（
前
条
第
２
項
の
世
帯
主
を
除
く
。
）
及
び

そ
の
世
帯
に
属
す
る
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
つ
き
算
定
し
た
所
得
割
額
及

び
資
産
割
額
並
び
に
被
保
険
者
均
等
割
額
及
び
世
帯
別
平
等
割
額
の
合
算
額
と
す

る
。
た
だ
し
、
当
該
合
算
額
が

52
万
円
を
超
え
る
場
合
に
お
い
て
は
、
基
礎
課
税

額
は
、

52
万
円
と
す
る
。

 

３
 
第
１
項
の
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
は
、
世
帯
主
（
前
条
第
２
項
の
世
帯

主
を
除
く
。
）
及
び
そ
の
世
帯
に
属
す
る
被
保
険
者
に
つ
き
算
定
し
た
所
得
割
額

及
び
資
産
割
額
並
び
に
被
保
険
者
均
等
割
額
及
び
世
帯
別
平
等
割
額
の
合
算
額
と

す
る
。
た
だ
し
、
当
該
合
算
額
が

17
万
円
を
超
え
る
場
合
に
お
い
て
は
、
後
期
高

齢
者
支
援
金
等
課
税
額
は
、

17
万
円
と
す
る
。

 

４
 
第
１
項
の
介
護
納
付
金
課
税
額
は
、
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
（
国
民
健
康

保
険
の
被
保
険
者
の
う
ち
介
護
保
険
法
第
９
条
第
２
号
に
規
定
す
る
被
保
険
者
で

あ
る
も
の
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
で
あ
る
世
帯
主
（
前
条
第
２
項
の
世
帯
主
を

除
く
。
）
及
び
そ
の
世
帯
に
属
す
る
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
つ
き
算
定
し

た
所
得
割
額
及
び
資
産
割
額
並
び
に
被
保
険
者
均
等
割
額
及
び
世
帯
別
平
等
割
額

の
合
算
額
と
す
る
。
た
だ
し
、
当
該
合
算
額
が

16
万
円
を
超
え
る
場
合
に
お
い
て

は
、
介
護
納
付
金
課
税
額
は
、

16
万
円
と
す
る
。

 

第
３
条
～
第

22
条
 
（
略
）

 

（
国
民
健
康
保
険
税
の
減
額
）

 

第
23
条

 
次
に
掲
げ
る
国
民
健
康
保
険
税
の
納
税
義
務
者
に
対
し
て
課
す
る
国
民
健

康
保
険
税
の
額
は
、
第
２
条
第
２
項
本
文
の
基
礎
課
税
額
か
ら
ア
及
び
イ
に
掲
げ

る
額
を
減
額
し
て
得
た
額
（
当
該
減
額
し
て
得
た
額
が

52
万
円
を
超
え
る
場
合
に
 

第
２
条

 
（
略
）
 

２
 
前
項
の
基
礎
課
税
額
は
、
世
帯
主
（
前
条
第
２
項
の
世
帯
主
を
除
く
。
）
及
び

そ
の
世
帯
に
属
す
る
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
つ
き
算
定
し
た
所
得
割
額
及

び
資
産
割
額
並
び
に
被
保
険
者
均
等
割
額
及
び
世
帯
別
平
等
割
額
の
合
算
額
と
す

る
。
た
だ
し
、
当
該
合
算
額
が

5
1万

円
を
超
え
る
場
合
に
お
い
て
は
、
基
礎
課
税

額
は
、
51
万
円
と
す
る
。

 

３
 
第
１
項
の
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
は
、
世
帯
主
（
前
条
第
２
項
の
世
帯

主
を
除
く
。
）
及
び
そ
の
世
帯
に
属
す
る
被
保
険
者
に
つ
き
算
定
し
た
所
得
割
額

及
び
資
産
割
額
並
び
に
被
保
険
者
均
等
割
額
及
び
世
帯
別
平
等
割
額
の
合
算
額
と

す
る
。
た
だ
し
、
当
該
合
算
額
が

1
6
万
円
を
超
え
る
場
合
に
お
い
て
は
、
後
期
高

齢
者
支
援
金
等
課
税
額
は
、
1
6
万
円
と
す
る
。

 

４
 
第
１
項
の
介
護
納
付
金
課
税
額
は
、
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
（
国
民
健
康

保
険
の
被
保
険
者
の
う
ち
介
護
保
険
法
第
９
条
第
２
号
に
規
定
す
る
被
保
険
者
で

あ
る
も
の
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
で
あ
る
世
帯
主
（
前
条
第
２
項
の
世
帯
主
を

除
く
。
）
及
び
そ
の
世
帯
に
属
す
る
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
つ
き
算
定
し

た
所
得
割
額
及
び
資
産
割
額
並
び
に
被
保
険
者
均
等
割
額
及
び
世
帯
別
平
等
割
額

の
合
算
額
と
す
る
。
た
だ
し
、
当
該
合
算
額
が

1
4
万
円
を
超
え
る
場
合
に
お
い
て

は
、
介
護
納
付
金
課
税
額
は
、

1
4万

円
と
す
る
。

 

第
３
条
～
第

22
条

 
（
略
）

 

（
国
民
健
康
保
険
税
の
減
額
）

 

第
23
条

 
次
に
掲
げ
る
国
民
健
康
保
険
税
の
納
税
義
務
者
に
対
し
て
課
す
る
国
民
健

康
保
険
税
の
額
は
、
第
２
条
第
２
項
本
文
の
基
礎
課
税
額
か
ら
ア
及
び
イ
に
掲
げ

る
額
を
減
額
し
て
得
た
額
（
当
該
減
額
し
て
得
た
額
が

5
1万

円
を
超
え
る
場
合
に
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は
、

52
万
円
）
、
同
条
第
３
項
本
文
の
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
か
ら
ウ
及

び
エ
に
掲
げ
る
額
を
減
額
し
て
得
た
額
（
当
該
減
額
し
て
得
た
額
が

17
万
円
を
超

え
る
場
合
に
は
、

17
万
円
）
並
び
に
同
条
第
４
項
本
文
の
介
護
納
付
金
課
税
額
か

ら
オ
及
び
カ
に
掲
げ
る
額
を
減
額
し
て
得
た
額
（
当
該
減
額
し
て
得
た
額
が

16
万

円
を
超
え
る
場
合
に
は
、

16
万
円
）
の
合
算
額
と
す
る
。

 

(1
)
 
（
略
）
 

(2
)
 
法
第

70
3
条
の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
算
額

が
、

33
万
円
に
被
保
険
者
及
び
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
１
人
に
つ
き

26
万
円
 

  

 
を
加
算
し
た
金
額
を
超
え
な
い
世
帯
に
係
る
納
税
義
務
者
（
前
号
に
該
当
す

る
者
を
除
く
。
）

 

ア
～
カ

 
（
略
）

 

(3
)
 
法
第

70
3
条
の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
算
額

が
、

33
万
円
に
被
保
険
者
及
び
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
１
人
に
つ
き

47
万
円
を

加
算
し
た
金
額
を
超
え
な
い
世
帯
に
係
る
納
税
義
務
者
（
前
２
号
に
該
当
す
る

者
を
除
く
。
）

 

ア
～
カ

 
（
略
）

 
 

第
23
条
の
２
～
第

26
条
 
（
略
）

 

は
、
51
万
円
）
、
同
条
第
３
項
本
文
の
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
か
ら
ウ
及

び
エ
に
掲
げ
る
額
を
減
額
し
て
得
た
額
（
当
該
減
額
し
て
得
た
額
が

1
6万

円
を
超

え
る
場
合
に
は
、
1
6
万
円
）
並
び
に
同
条
第
４
項
本
文
の
介
護
納
付
金
課
税
額
か

ら
オ
及
び
カ
に
掲
げ
る
額
を
減
額
し
て
得
た
額
（
当
該
減
額
し
て
得
た
額
が

1
4万

円
を
超
え
る
場
合
に
は
、

1
4万

円
）
の
合
算
額
と
す
る
。

 

(1
)
 
（
略
）
 

(2
)
 
法
第

70
3
条
の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
算
額

が
、

33
万
円
に
被
保
険
者
及
び
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
１
人
に
つ
き

2
4
5
,
0
0
0

円
を
加
算
し
た
金
額
を
超
え
な
い
世
帯
に
係
る
納
税
義
務
者
（
前
号
に
該
当
す

る
者
を
除
く
。
）
 

ア
～
カ

 
（
略
）
 

(3
)
 
法
第

70
3
条
の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
算
額

が
、

33
万
円
に
被
保
険
者
及
び
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
１
人
に
つ
き

4
5
万
円
を

加
算
し
た
金
額
を
超
え
な
い
世
帯
に
係
る
納
税
義
務
者
（
前
２
号
に
該
当
す
る

者
を
除
く
。
）
 

ア
～
カ

 
（
略
）
 

 

第
23
条
の
２
～
第
26
条

 
（
略
）
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 附
則
第
３
項
関
係
（
登
米
市
国
民
健
康
保
険
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
の
一
部
改
正
）

 

改
 
正
 
案

 
現
 
 
 
行

 

（
前
略
）

 

附
 
則

 
 

 
（
前
略
）

 

附
 
則

 

（
施
行
期
日
）

 

１
 
こ
の
条
例
は
、
平
成

2
9
年
１
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
附
則
第

1
6項

の
改
正
規
定
（
「
配
当
所
得
」
を
「
利
子
所
得
、
配
当
所
得
及
び
雑
所
得
」
に
改

め
る
部
分
に
限
る
。
）
は
、
平
成

28
年
１
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 

２
 
（
略
）

 

（
施
行
期
日
）

 

１
 
こ
の
条
例
は
、
平
成
2
9年

１
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

２
 
（
略
）
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議
案
第

85
号
関
係

 

登
米
市
介
護
保
険
条
例

 
新
旧
対
照
表

 

改
 
正
 
案

 
現
 
 
 
行

 

第
１
条
～
第
３
条

 
（
略
）

 
第
１
条
～
第
３
条

 
（
略
）

 
 

（
保
険
料
率
）

 

第
４
条

 
（
略
）

 

２
 
前
項
第
１
号
に
掲
げ
る
第
１
号
被
保
険
者
の
保
険
料
の
減
額
賦
課
に
係
る
平
成

27
年
度
及
び
平
成

28
年
度
の
各
年
度
に
お
け
る
保
険
料
率
は
、
同
号
の
規
定
に
か

か
わ
ら
ず
、

32
,3

36
円
と
す
る
。

 

第
５
条
～
第

11
条

 
（
略
）

 

（
保
険
料
率
）

 

第
４
条

 
（
略
）
 

   第
５
条
～
第

11
条

 
（
略
）

 

 
（
保
険
料
に
関
す
る
申
告
）

 

第
12
条

 
(略

) 

２
 
申
告
書
の
提
出
の
な
い
第
１
号
被
保
険
者
の
保
険
料
に
つ
い
て
は
、
第
４
条
第

５
号
の
保
険
料
を
適
用
す
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
申
告
書
の
提
出
が
な
い
こ

と
に
つ
い
て
真
に
や
む
を
得
な
い
と
認
め
ら
れ
る
事
情
が
あ
る
場
合
は
、
こ
の
限

り
で
な
い
。

 

第
13
条
～
第

23
条

 
（
略
）

 

 
（
保
険
料
に
関
す
る
申
告
）

 

第
12
条

 
(略

) 

２
 
申
告
書
の
提
出
の
な
い
第
１
号
被
保
険
者
の
保
険
料
に
つ
い
て
は
、
第
４
条
第

４
号
の
保
険
料
を
適
用
す
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
申
告
書
の
提
出
が
な
い
こ

と
に
つ
い
て
真
に
や
む
を
得
な
い
と
認
め
ら
れ
る
事
情
が
あ
る
場
合
は
、
こ
の
限

り
で
な
い
。

 

第
13
条
～
第
23
条

 
（
略
）
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議
案
第

86
号
関
係

 

登
米
市
総
合
計
画
審
議
会
条
例

 
新
旧
対
照
表

 

改
 
正
 
案

 
現
 
 
 
行

 

第
１
条

 
（
略
）

 
第
１
条

 
（
略
）
 

（
所
掌
事
務
）

 

第
２
条

 
審
議
会
は
、
市
長
の
諮
問
に
応
じ
、
市
の
総
合
的
な
計
画
の
策
定
及
び
推

進
に
関
す
る
重
要
事
項
（
第
４
条
に
お
い
て
「
重
要
事
項
」
と
い
う
。
）
に
つ
い

て
調
査
し
、
及
び
審
議
す
る
。

 

（
所
掌
事
務
）
 

第
２
条

 
審
議
会
は
、
市
長
の
諮
問
に
応
じ
、
登
米
市
総
合
計
画
及
び
国
土
利
用
計

画
の
策
定
に
関
す
る
事
項

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
に
つ
い

て
調
査
し
、
 

 
審
議
す
る
。

 

（
組
織
）

 

第
３
条

 
（
略
）

 

２
 
委
員
は
、
次
に
掲
げ
る
者
の
う
ち
か
ら
市
長
が
任
命
す
る
。

 

(1
)
・
(2
) 

（
略
）

 

(3
)
 
公
共
的
団
体
の
役
員
又
は
職
員
 

（
組
織
）
 

第
３
条

 
（
略
）
 

２
 
委
員
は
、
次
に
掲
げ
る
者
の
う
ち
か
ら
市
長
が
任
命
す
る
。

 

(1
)
・

(2
)
 
（
略
）
 

(3
)
 
公
共
的
団
体
の
役
員
及
び
職
員

 

３
 
委
員
は
、
当
該
諮
問
に
係
る
審
議
が
終
了
し
た
と
き
は
、
解
嘱
さ
れ
る
も
の
と

す
る
。

 

４
 
特
別
事
項
を
審
議
さ
せ
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
臨
時
委
員
を
若
干
名
置

く
こ
と
が
で
き
る
。
 

（
臨
時
委
員
）

 

第
４
条

 
審
議
会
に
、
重
要
事
項
を
調
査
審
議
さ
せ
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
き
は
、

臨
時
委
員
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
。

 

２
 
臨
時
委
員
は
、
市
長
が
任
命
す
る
。

 

３
 
臨
時
委
員
は
、
重
要
事
項
に
関
す
る
調
査
審
議
が
終
了
し
た
と
き
は
、
解
任
さ

れ
る
も
の
と
す
る
。

 

 

第
５
条

 
（
略
）
 

第
６
条

 
（
略
）
 

第
７
条

 
（
略
）
 

第
８
条

 
（
略
）

 

第
９
条

 
（
略
）

 

第
４
条

 
（
略
）
 

第
５
条

 
（
略
）
 

第
６
条

 
（
略
）
 

第
７
条

 
（
略
）
 

第
８
条

 
（
略
）
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議
案
第

87
号
関
係

 

登
米
市
東
日
本
大
震
災
に
よ
る
災
害
被
災
者
に
対
す
る
市
税
の
減
免
に
関
す
る
条
例

 
新
旧
対
照
表

 

改
 
正
 
案

 
現
 
 
 
行

 

（
趣
旨
）

 

第
１
条

 
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
で
あ
っ
て
市
民
税
、
固
定
資
産
税
又
は
国
民
健

康
保
険
税
の
納
税
義
務
の
あ
る
も
の
に
対
す
る
平
成

23
年
度
分
の
市
民
税
、
固
定

資
産
税
及
び
国
民
健
康
保
険
税
並
び
に
平
成

24
年
度
分
か
ら
平
成
2
7年

度
分
ま
で

の
国
民
健
康
保
険
税
の
軽
減
及
び
免
除
（
以
下
「
減
免
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て

は
、
こ
の
条
例
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

 

第
２
条
・
第
３
条

 
（
略
）

 

（
趣
旨
）
 

第
１
条

 
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
で
あ
っ
て
市
民
税
、
固
定
資
産
税
又
は
国
民
健

康
保
険
税
の
納
税
義
務
の
あ
る
も
の
に
対
す
る
平
成

2
3
年
度
分
の
市
民
税
、
固
定

資
産
税
及
び
国
民
健
康
保
険
税
並
び
に
平
成

2
4
年
度
分
か
ら
平
成

2
6
年
度
分
ま
で

の
国
民
健
康
保
険
税
の
軽
減
及
び
免
除
（
以
下
「
減
免
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て

は
、
こ
の
条
例
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

 

第
２
条
・
第
３
条

 
（
略
）

 

（
国
民
健
康
保
険
税
の
減
免
）

 

第
４
条

 
（
略
）

 

２
 
東
京
電
力
福
島
原
子
力
発
電
所
の
事
故
に
よ
り
原
子
力
災
害
対
策
特
別
措
置
法

（
平
成

11
年
法
律
第

15
6号

）
第

15
条
第
３
項
の
規
定
に
よ
る
避
難
の
た
め
の
立
退

き
若
し
く
は
屋
内
へ
の
避
難
に
係
る
内
閣
総
理
大
臣
の
指
示
の
対
象
と
な
っ
た
区

域
、
同
法
第

20
条
第
３
項
の
規
定
に
よ
る
計
画
的
避
難
区
域
若
し
く
は
緊
急
時
避

難
準
備
区
域
の
設
定
に
係
る
原
子
力
災
害
対
策
本
部
長
の
指
示
の
対
象
と
な
っ
て

い
る
区
域
又
は
こ
れ
ら
に
準
ず
る
区
域
と
し
て
市
長
が
必
要
と
認
め
る
も
の
か
ら

転
入
し
た
者
に
係
る
平
成

23
年
度
か
ら
平
成
27
年
度
ま
で
に
課
す
る
当
該
年
度
分

の
国
民
健
康
保
険
税
に
つ
い
て
は
、
平
成

28
年
３
月
末
日
ま
で
に
普
通
徴
収
の
納

期
限
（
特
別
徴
収
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
特
別
徴
収
の
対
象
と
な
る
年
金
の
給
付

の
支
払
日
）
が
到
来
す
る
も
の
に
限
り
、
免
除
す
る
。

 

第
５
条
～
第
７
条

 
（
略
）

 

（
国
民
健
康
保
険
税
の
減
免
）

 

第
４
条

 
（
略
）
 

２
 
東
京
電
力
福
島
原
子
力
発
電
所
の
事
故
に
よ
り
原
子
力
災
害
対
策
特
別
措
置
法

（
平
成
11
年
法
律
第
1
5
6号

）
第

1
5
条
第
３
項
の
規
定
に
よ
る
避
難
の
た
め
の
立
退

き
若
し
く
は
屋
内
へ
の
避
難
に
係
る
内
閣
総
理
大
臣
の
指
示
の
対
象
と
な
っ
た
区

域
、
同
法
第
20
条
第
３
項
の
規
定
に
よ
る
計
画
的
避
難
区
域
若
し
く
は
緊
急
時
避

難
準
備
区
域
の
設
定
に
係
る
原
子
力
災
害
対
策
本
部
長
の
指
示
の
対
象
と
な
っ
て

い
る
区
域
又
は
こ
れ
ら
に
準
ず
る
区
域
と
し
て
市
長
が
必
要
と
認
め
る
も
の
か
ら

転
入
し
た
者
に
係
る
平
成

2
3
年
度
か
ら
平
成

2
6
年
度
ま
で
に
課
す
る
当
該
年
度
分

の
国
民
健
康
保
険
税
に
つ
い
て
は
、
平
成

2
7年

３
月
末
日
ま
で
に
普
通
徴
収
の
納

期
限
（
特
別
徴
収
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
特
別
徴
収
の
対
象
と
な
る
年
金
の
給
付

の
支
払
日
）
が
到
来
す
る
も
の
に
限
り
、
免
除
す
る
。

 

第
５
条
～
第
７
条

 
（
略
）
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